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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外科用器具であって、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサと、
　封入体であって、
　　第１の区画であって、前記トランスデューサは、該第１の区画を有して位置付けられ
る、第１の区画と、
　　第２の区画と、
　　前記第２の区画内に位置付けられる材料であって、前記材料は、前記第２の区画から
前記第１の区画の中に流れ込んで、前記トランスデューサを少なくとも部分的に取り囲む
ように構成される、材料と、を含む、封入体と、を備える外科用器具。
【請求項２】
　前記封入体が、前記第１の区画と前記２の区画を分離する側壁を更に備え、前記側壁が
、前記材料が前記第１の区画に入ることができるように破断するように構成される、請求
項１に記載の外科用器具。
【請求項３】
　前記材料が、前記第２の区画が破断される前は流体であるように構成され、前記材料が
、前記第１の区画に入った後に固まるように構成される、請求項２に記載の外科用器具。
【請求項４】
　前記封入体が、前記第１の区画と前記第２の区画とを流体連通状態にするために開き、
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前記材料が前記第１の区画に入ることができるようにするように構成された弁を更に備え
る、請求項１に記載の外科用器具。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　本発明は、広くは、超音波外科用器具に関する。中空コア器具及び中実コア器具の両方
を含む超音波器具が、多くの医療症状の安全かつ有効な処置のために使用されている。超
音波器具、特に中実コアの超音波器具は、超音波周波数で外科用エンドエフェクタに伝達
される機械的振動形態のエネルギーを使用して、有機組織を切断及び／又は凝固するのに
使用され得るため、有利である。超音波振動は、適切なエンドエフェクタを使用して適切
なエネルギーレベルで有機組織に伝達されるときには、組織を切断し、解離し、持ち上げ
若しくは焼灼し、又は筋肉組織を骨から引き離すために使用することができる。中実コア
テクノロジーを利用する超音波器具は、超音波トランスデューサから導波管を通って外科
用エンドエフェクタに伝達され得る超音波エネルギー量に起因して特に有利である。こう
した器具は、開腹処置又は内視鏡若しくは腹腔鏡処置のような低侵襲的処置に使用され得
、その場合エンドエフェクタは、トロカールを通って手術部位に到達する。
【０００２】
　そのような器具のエンドエフェクタ（例えば、切断刃）を超音波周波数で始動又は励磁
（exciting）させると、隣接組織内に局所的な熱を生じさせる長手方向の振動運動が誘発
される。超音波器具の性質ゆえに、超音波によって作動される特定のエンドエフェクタは
、例えば、切断及び凝固を含めた多数の機能を果たすように設計することができる。超音
波振動は、例えば、トランスデューサを電気で励振することによって、手術用エンドエフ
ェクタに引き起こされる。トランスデューサは、器具ハンドピース内の１つ以上の圧電又
は磁気歪素子から構成され得る。トランスデューサによって生じた振動は、トランスデュ
ーサから外科用エンドエフェクタまで延在する超音波導波管を介して、外科用エンドエフ
ェクタに伝達される。導波路及びエンドエフェクタは、トランスデューサと同一周波数で
共振するように設計される。したがって、エンドエフェクタがトランスデューサに取り付
けられると、全システムの周波数はトランスデューサそれ自体と同一の周波数になる。
【０００３】
　エンドエフェクタの先端における長手方向の超音波振動の振幅ｄは、共振周波数では次
に与えられるように単一シヌソイドとして挙動する。
　ｄ＝Ａ　ｓｉｎ（ωｔ）
　式中、
　ωは、周期的振動数ｆの２π倍に等しい角振動数、及び
　Ａは、ゼロからピークまでの振幅である。
【０００４】
　エンドエフェクタ先端の長手方向の振動幅（excursion）は、ピーク間（ｐ－ｔ－ｐ）
振幅として定義され、正弦波の振幅のちょうど２倍又は２Ａである。多くの場合、エンド
エフェクタはブレードを備え、このブレードは、長手方向の振動幅により組織を切断及び
／又は凝固することができる。その全開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特
許第６，２８３，９８１号（２００１年９月４日発行、発明の名称「ＭＥＴＨＯＤ　ＯＦ
　ＢＡＬＡＮＣＩＮＧ　ＡＳＹＭＭＥＴＲＩＣ　ＵＬＴＲＡＳＯＮＩＣ　ＳＵＲＧＩＣＡ
Ｌ　ＢＬＡＤＥＳ」）、同第６，３０９，４００号（２００１年１０月３０日発行、発明
の名称「ＣＵＲＶＥＤ　ＵＬＴＲＡＳＯＮＩＣ　ＢＬＡＤＥ　ＨＡＶＩＮＧ　Ａ　ＴＲＡ
ＰＥＺＯＩＤＡＬ　ＣＲＯＳＳ　ＳＥＣＴＩＯＮ」）、及び同第６，４３６，１１５号（
２００２年８月２０日発行、発明の名称「ＢＡＬＡＮＣＥＤ　ＵＬＴＲＡＳＯＮＩＣ　Ｂ
ＬＡＤＥ　ＩＮＣＬＵＤＩＮＧ　Ａ　ＰＬＵＲＡＬＩＴＹ　ＯＦ　ＢＡＬＡＮＣＥ　ＡＳ
ＹＭＭＥＴＲＩＥＳ」）は、様々な超音波外科用器具を開示している。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
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【０００５】
　１つの一般的な態様では、種々の実施形態は、所定の周波数で長手方向軸に沿って振動
を生成するように構成されたトランスデューサを備える超音波外科用器具を目的とする。
種々の実施形態では、超音波ブレードは、長手方向軸に沿って延びて、トランスデューサ
に連結される。種々の実施形態では、超音波ブレードは、近位端と遠位端とを有する本体
を備え、遠位端は、トランスデューサによって生成される振動によって、長手方向軸に対
して可動である。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
　種々の実施形態の特徴は、添付の特許請求の範囲で詳細に示される。しかしながら、そ
の更なる目的及び利点と共に、組織及び操作方法の両方に関して、本発明の種々の実施形
態は、添付図面と共に、以下の説明を参照することにより最良に理解され得る。
【図１】超音波外科用器具システムの一実施形態。
【図２】超音波器具の接続継手／接合部の一実施形態。
【図３】超音波外科用器具のエンドエフェクタ及び導波管、並びに導波管及びエンドエフ
ェクタ内に生じる長手方向のひずみパターン及び長手方向の応力パターンの概略図。
【図４】超音波外科用器具のトランスデューサ、並びにトランスデューサ内に生じる長手
方向のひずみパターン及び長手方向の応力パターンの概略図。
【図５】図３に示されるエンドエフェクタ及び導波管、並びに導波管及びエンドエフェク
タ内に生じる代表的な長手方向変位パターンの概略図。
【図６】図４に示されるトランスデューサ、並びにトランスデューサ内に生じる代表的な
長手方向変位パターンの概略図。
【図７】少なくとも一実施形態による超音波外科用器具のトランスデューサ、並びにトラ
ンスデューサ内に生じる代表的な長手方向のひずみパターン及び代表的な長手方向の応力
パターンの概略図。
【図８】異なる厚さを有する圧電素子を備えるトランスデューサの実施形態。
【図９】異なる厚さを有する圧電素子を備えるトランスデューサの第２の実施形態。
【図１０】異なる厚さを有する圧電素子を備えるトランスデューサの第３の実施形態。
【図１１】異なる厚さを有する圧電素子を備えるトランスデューサの第４の実施形態。
【図１２】異なる厚さを有する圧電素子を備えるトランスデューサの第５の実施形態。
【図１３】異なる厚さを有する圧電素子を備えるトランスデューサの第６の実施形態。
【図１４】図８のトランスデューサ及び図１１のトランスデューサによって生成され得る
仕事特性の概略図。
【図１５】異なる直径を有する圧電素子を備えるトランスデューサの実施形態。
【図１６】異なる直径を有する圧電素子を備えるトランスデューサの第２の実施形態。
【図１６Ａ】異なる直径を有する圧電素子を備えるトランスデューサの第３の実施形態。
【図１７】圧電素子と、圧電素子を冷却するように構成された偏向可能なストラップと、
を備えるトランスデューサの実施形態。
【図１８】圧電素子によって生成される振動によって偏向された、図１７の偏向可能なス
トラップ。
【図１９】圧電素子と、圧電素子を冷却するように構成された偏向可能なストラップと、
偏向可能なストラップに取り付けられた複数の塊体と、を備えるトランスデューサの実施
形態。
【図２０】導波管、エンドエフェクタ、外装、及び導波管に取り付けられた可撓性の膜の
実施形態。外装は、導波管及びエンドエフェクタが振動するときに、導波管及びエンドエ
フェクタを取り囲む空気を移動させるように構成される。
【図２１】図２０の実施形態の端面図。
【図２２Ａ】圧電素子の第１の配列を有するトランスデューサの実施形態。
【図２２Ｂ】圧電素子の第２の配列を有する図２２Ａのトランスデューサ。
【図２３Ａ】圧電素子の第１の配列を有するトランスデューサの実施形態。
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【図２３Ｂ】圧電素子の第２の配列を有する図２３Ａのトランスデューサ。
【図２４】導波管に対して移動可能に調整可能なトランスデューサの実施形態。
【図２５】複数の導波管とエンドエフェクタとを備える超音波外科用器具のキット。
【図２６】超音波外科用器具の実施形態。
【図２７】超音波外科用器具のハンドル及び導波管の近位部。ハンドルは可撓性ハウジン
グを含んでいる。
【図２８】屈曲状態にある図２７のハンドル。
【図２９】非屈曲状態にある図２７のハンドルの端面図。
【図３０】屈曲状態にある図２７のハンドルの端面図。
【図３１】複数のトランスデューサを備える外科用器具の実施形態。
【図３２】複数のトランスデューサを備える外科用器具の第２の実施形態。
【図３３】一体化された導波管及びエンドエフェクタの実施形態。
【図３４】導波管に直接組み立てられた圧電素子を備えるトランスデューサの実施形態。
【図３５】圧電素子、及び圧電素子に実装された電極の実施形態。電極は、そこから延び
るタブを含んでいる。
【図３６】複数の、図３５の圧電素子を備えるトランスデューサスタック。
【図３７】圧電素子、及び圧電素子に実装された電極の実施形態。
【図３８】複数の、図３７の圧電素子を備えるトランスデューサスタック。
【図３９】圧電素子と、圧電素子の中間に位置付けられた電極と、中間電極に動作可能に
接続された接続電極と、を備えるトランスデューサスタックの端面図。
【図４０】その中に複数のノッチを有する複数の圧電素子と、ノッチを通って延びる接続
電極と、を備えるトランスデューサスタック。
【図４１】図４０のトランスデューサスタックの端面図。
【図４２】複数の平面を有する複数の圧電素子と、複数の接続電極と、を備えるトランス
デューサスタック。
【図４３】図４２のトランスデューサスタックの端面図。
【図４４】圧電素子の適切な整列を確実にするように構成された複数の指標となる特部を
有する複数の圧電素子を備えるトランスデューサスタック。
【図４５】図４４の圧電素子の指標となる特部が、圧電素子間の不整列をどのように防止
することができるかを示す概略図。
【図４６】トランスデューサスタック、及びトランスデューサスタックを取り囲む封入体
の実施形態。
【図４７】破断状態にある図４６の封入体、及びトランスデューサスタックを少なくとも
部分的に取り囲む物質。
【図４８】トランスデューサスタック、及びトランスデューサスタックを取り囲む封入体
の第２の実施形態。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　様々な実施形態を詳細に説明する前に、かかる実施形態はその応用又は利用の際に、添
付図面及び説明に例示される部品の構造及び配置の詳細に限定されないことに留意すべき
である。例示的な諸実施形態は、他の実施形態、変形形態、及び修正形態に実装され又は
組み込まれてもよく、様々な方法で実践又は実施されてよい。例えば、以下に開示する外
科用器具は、単に例示のためのものであり、それらの範囲又は応用を限定することを意味
しない。更に、特に指示がない限り、本明細書に採用される用語及び表現は、読者の便宜
上、例示的な実施形態を説明するために選択されており、これらの範囲を制限するためで
はない。
【０００８】
　本願で開示する装置及び方法の構造、機能、製造、及び使用の原理が総括的に理解され
るように、特定の例示的実施形態について、これから説明することにする。これらの実施
形態の１つ以上の実施例を添付の図面に示す。当業者であれば、本明細書に具体的に記載
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し、添付図面に示す装置及び方法は、非限定的な例示的実施形態であり、様々な実施形態
の範囲は請求項によってのみ規定されることを理解するであろう。ある例示的実施形態に
関連して例示又は説明される特徴は、他の実施形態の特徴と組み合わされてもよい。かか
る変更及び変形は本発明の請求項の範囲内に含まれることが意図される。
【０００９】
　本明細書に記載の種々の実施形態は、広くは、超音波外科用器具、及び超音波外科用器
具と共に使用するためのブレードに関する。超音波外科用器具及びブレードの例は、米国
特許第５，３２２，０５５号、同第５，９５４，７３６号、同第６，３０９，４００号、
同第６，２７８，２１８号、同第６，２８３，９８１号、及び同第６，３２５，８１１号
に開示されており、当該特許の開示全体は参照により本明細書に組み込まれる。同一出願
人による同時係属中の米国特許出願第１１／７２６，６２５号、発明の名称「ＵＬＴＲＡ
ＳＯＮＩＣ　ＳＵＲＧＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴＳ」（２００７年３月２２日出願
）もまた、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。以下の同一出願人による、同
時に出願された米国特許出願の開示は、参照によりそれらの全体が本明細書に組み込まれ
る。
　（１）米国特許出願第＿＿＿＿＿＿号、発明の名称「ＵＬＴＲＡＳＯＮＩＣ　ＳＵＲＧ
ＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴＳ」、代理人整理番号ＥＮＤ６４９５ＵＳＮＰ１／０８
０５９９、
　（２）米国特許出願第＿＿＿＿＿＿号、発明の名称「ＵＬＴＲＡＳＯＮＩＣ　ＳＵＲＧ
ＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴＳ」、代理人整理番号ＥＮＤ６４９５ＵＳＮＰ２／０８
０６００、及び
　（３）米国特許出願第＿＿＿＿＿＿号、発明の名称「ＵＬＴＲＡＳＯＮＩＣ　ＳＵＲＧ
ＩＣＡＬ　ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴＳ」、代理人整理番号ＥＮＤ６４９５ＵＳＮＰ３／０８
０６０１。
【００１０】
　種々の実施形態による超音波器具及びブレードは、とりわけ、出血を制御しながら皮質
骨及び／又は組織を除去するのが望ましい整形外科的処置において、特に有効である。そ
の切断特性及び凝固特性に起因して、超音波外科用器具のブレードは、一般的な軟組織の
切断及び凝固に有用である。ある特定の状況では、種々の実施形態によるブレードは、組
織の切断と止血封止又は焼灼を同時に行うのに有用であり得る。ブレードは、真直ぐであ
っても又は曲がっていてもよく、開腹用途又は腹腔鏡用途のいずれかに有用であり得る。
種々の実施形態によるブレードは、脊椎手術、特に骨から筋肉を取り外すための背面から
の接近を支援するのに有用であり得る。
【００１１】
　図１は、超音波システム１０の一実施形態を示している。超音波システム１０の一実施
形態は、超音波トランスデューサ１４に連結された超音波信号発生器１２と、ハンドピー
スハウジング１６を備えるハンドピースアセンブリ６０と、エンドエフェクタ５０と、を
備える。「ランジュヴァンスタック」として知られている超音波トランスデューサ１４は
、一般に、変換部１８と、第１の共振器又はエンドベル２０と、第２の共振器又はフォア
ベル２２と、補助部品と、を含む。種々の実施形態において、超音波トランスデューサ１
４は、以下により詳細に説明するように、長さが２分の１システム波長の整数倍（ｎλ／
２）であるのが好ましい。音響アセンブリ２４は、超音波トランスデューサ１４と、マウ
ント２６と、速度変換器２８と、表面３０と、を含むことができる。
【００１２】
　本明細書では、用語「近位」及び「遠位」は、ハンドピースアセンブリ６０を握ってい
る臨床医に準拠して使用されることが理解されよう。したがって、エンドエフェクタ５０
は、より近位のハンドピースアセンブリ６０に対して遠位である。便宜上及び明瞭さのた
め、「上部」及び「下部」のような空間的用語もまた、本明細書では、ハンドピースアセ
ンブリ６０を把持する臨床医に準拠して使用されることが理解される。しかしながら、外
科用器具は多くの向き及び配置で使用されるものであり、これらの用語は限定的及び絶対
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的なものではない。
【００１３】
　エンドベル２０の遠位端は、変換部１８の近位端に接続され、フォアベル２２の近位端
は、変換部１８の遠位端に接続される。フォアベル２２及びエンドベル２０は、変換部１
８の厚さ、エンドベル２０及びフォアベル２２を製造するのに使用される材料の密度及び
弾性率、並びに超音波トランスデューサ１４の共振周波数などの多くの変数により決定さ
れる長さを有する。フォアベル２２は、速度変換器２８の超音波振動の振幅を増幅するた
め、近位端からその遠位端まで内向きに先細にしてもよく、あるいは、フォアベル２２は
、増幅を有さなくてもよい。
【００１４】
　図１を再度参照すると、エンドベル２０は、そこから延びるねじ付き部材を含むことが
でき、このねじ付き部材は、フォアベル２２の中のねじ山付き開口とねじ込み可能に係合
されるように構成され得る。種々の実施形態では、圧電素子３２などの圧電素子は、例え
ば、エンドベル２０とフォアベル２２が共に組み立てられると、エンドベル２０とフォア
ベル２２との間で圧縮され得る。圧電素子３２は、例えば、ジルコン酸チタン酸鉛、メタ
ニオブ酸鉛、チタン酸鉛、及び／又は、例えば任意の好適な圧電性結晶材料などの任意の
好適な材料から作られてもよい。
【００１５】
　種々の実施形態では、以下により詳細に論じるように、トランスデューサ１４は、正電
極３４及び負電極３６などの電極を更に備えることができ、この電極は、例えば、１つ以
上の圧電素子３２の両端に電位を作り出すように構成され得る。正電極３４、負電極３６
、及び圧電素子３２のそれぞれは、中心を通る穴を含むことができ、この穴は、エンドベ
ル２０のねじ付き部材を受容するように構成され得る。種々の実施形態では、正電極３４
及び負電極３６は、それぞれワイヤ３８及び４０と電気的に結合され、ワイヤ３８及び４
０は、ケーブル４２内に入れられて、超音波システム１０の超音波信号発生器１２と電気
的に接続可能であり得る。
【００１６】
　種々の実施形態では、音響アセンブリ２４の超音波トランスデューサ１４は、超音波信
号発生器１２からの電気信号を機械的エネルギーに変換し、この機械的エネルギーは、超
音波トランスデューサ２４及びエンドエフェクタ５０の超音波周波数における長手方向振
動運動を主としてもたらす。好適な発生器は、Ｅｔｈｉｃｏｎ　Ｅｎｄｏ－Ｓｕｒｇｅｒ
ｙ，Ｉｎｃ．，（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ）から、モデル番号ＧＥＮ０１として
入手可能である。音響アセンブリ２４が通電されると、振動運動の定在波が音響アセンブ
リ２４を通して生じる。好適な振動周波数範囲は約２０Ｈｚ～１２０ｋＨｚであってもよ
く、適切な振動周波数範囲は約３０ｋＨｚ～７０ｋＨｚであってもよく、動作振動周波数
の１つの例は、約５５．５ｋＨｚあってもよい。
【００１７】
　音響アセンブリ２４に沿った任意の点での振動運動の振幅は、音響アセンブリ２４に沿
った振動運動が測定される位置によって様々であり得る。振動運動定在波において、最小
又はゼロの交差は、一般的に波節（即ち、運動が通常は最小の場所）と呼ばれ、定在波に
おいて、最大絶対値（absolute value maximum）又はピークは、一般的に波腹（即ち、運
動が通常は最大の場所）と呼ばれる。波腹とその最も近い波節との間の距離は、波長の４
分の１（λ／４）である。
【００１８】
　ワイヤ３８及び４０は、超音波信号発生器１２から正電極３４及び負電極３６に電気信
号を伝送する。圧電素子３２は、例えば、音響アセンブリ２４において音響定在波を生成
するためのフットスイッチ４４に応答して、超音波信号発生器１２から供給される電気信
号によって通電される。電気信号により、結果的に材料内の大きな圧縮力となる繰り返し
小変位の形態で、圧電素子３２内に擾乱が生じる。繰り返される小変位は、圧電素子３２
を連続的方式で電圧勾配の軸に沿って伸縮させ、超音波エネルギーの長手方向の波を生成
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する。
【００１９】
　種々の実施形態では、トランスデューサ１４によって生成される超音波エネルギーは、
音響アセンブリ２４を通って、超音波伝達導波管４６を介してエンドエフェクタ５０に伝
達され得る。音響アセンブリ２４がエンドエフェクタ５０にエネルギーを供給するために
、音響アセンブリ２４の構成要素は、エンドエフェクタ５０に音響的に連結される。例え
ば、超音波トランスデューサ１４の遠位端は、表面３０において超音波伝達導波管４６の
近位端に、スタッド４８のようなねじ接続により音響的に連結されてもよい。
【００２０】
　音響アセンブリ２４の構成要素は、いずれかのアセンブリの長さが２分の１波長の整数
倍（ｎλ／２）となるように音響的に調整され得、式中、波長λは、音響アセンブリ２４
の予め選択された波長、又は動作する長手方向振動駆動周波数ｆｄであり、ｎは、任意の
正の整数である。音響アセンブリ２４は、音響要素の任意の好適な配列を組み込んでもよ
いことも想到される。
【００２１】
　超音波エンドエフェクタ５０は、２分の１システム波長の整数倍（ｎλ／２）と実質的
に等しい長さを有することができる。超音波エンドエフェクタ５０の遠位端５２は、遠位
端の最大、又は少なくともほぼ最大の長手方向の振動幅を提供するために、波腹の位置に
、又は少なくともその近くに配置されてもよい。トランスデューサアセンブリが通電され
るとき、種々の実施形態では、エンドエフェクタ５０の遠位端５２は、例えば、所定の振
動周波数において、およそ１０～５００マイクロメートルのピーク対ピークの範囲、及び
好ましくは約３０～１５０マイクロメートルの範囲で動くように構成されてもよい。
【００２２】
　上記に概略されているように、超音波エンドエフェクタ５０は、超音波伝達導波管４６
に連結されてもよい。種々の実施形態では、図示のような超音波エンドエフェクタ５０及
び超音波伝送ガイド４６は、例えば、Ｔｉ６Ａｌ４Ｖ（アルミニウム及びバナジウムを含
むチタン合金）、アルミニウム、ステンレス鋼、及び／又は任意の他の好適な材料など、
超音波エネルギーの伝達に適した材料による単一構造物として形成される。あるいは、超
音波エンドエフェクタ５０は超音波伝達導波管４６から分離可能（及び異なる構成物）で
あってもよく、また例えば、スタッド、溶接、接着剤、迅速接続、又は他の好適な既知の
方法により連結されてもよい。超音波伝達導波管４６は、例えば、２分の１システム波長
の整数倍（λ／２）にほぼ等しい長さを有し得る。例えば、超音波伝送導波路４６は、好
ましくは、例えば、チタン合金（即ち、Ｔｉ６Ａｌ４Ｖ）又はアルミニウム合金など、超
音波エネルギーを効率的に伝搬する材料から構成された中実コア軸から作製されてもよい
。
【００２３】
　種々の実施形態では、図２を参照すると、超音波伝達導波管４６は、スタッド４８など
のねじ接続によって音響アセンブリの表面３０に連結されるために、長手方向に突出した
取り付け柱５４を近位端に含むことができる。超音波伝達導波管４６の遠位端は、例えば
、好ましくは波腹又はその近くで、内部のねじ込み接続によって、エンドエフェクタ５０
の近位端に連結されてもよい。エンドエフェクタ５０は、例えば、溶接継手などの任意の
好適な手段によって超音波伝達導波路４６に取り付けられてもよいことが想到される。エ
ンドエフェクタ５０は、超音波伝送導波路４６から取り外し可能であってよいが、エンド
エフェクタ５０及び超音波伝送導波路４６は、単一の一体部品として形成されてもよいこ
とも想到される。
【００２４】
　種々の実施形態では、上記に加えて、図２は、超音波器具の接続継手／接合部７０の１
つの実施形態を示している。接続継手／接合部７０は、超音波伝送導波路４６の取り付け
ポスト５４と音響アセンブリ２４の遠位端にある変速器２８の表面３０との間に形成され
てよい。取り付け柱５４の近位端は、その中にねじ込みスタッド４８の一部分を受容する
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ための、雌ねじ付きの実質的に円筒状の凹部６６を備える。また、速度変成器２８の遠位
端は、ねじ込みスタッド４８の一部分を受容するための、雌ねじ付きの実質的に円筒状の
凹部６８を備えることができる。凹部６６及び６８は、実質的に周囲方向かつ長手方向に
整列される。
【００２５】
　図１に例示される実施形態では、超音波伝達導波管４６は、複数個の波節の位置又は少
なくともその近くに配置される、複数個の安定化シリコーンリング又は弾性支持体５６を
含む。シリコーンリング５６は、望ましくない振動を弱め、かつ導波管４６を少なくとも
部分的に囲む外装５８から超音波エネルギーを隔離することができ、それによって、超音
波エネルギーがエンドエフェクタ５０の遠位端５２まで長手方向に最高効率で流れるのを
確実にする。
【００２６】
　図１に示されるように、外装５８は、ハンドピースアセンブリ６０の遠位端に連結され
得る。外装５８は、一般に、アダプタ又はノーズコーン６２と、細長い管状部材６４と、
を含む。管状部材６４は、アダプタ６２に取り付けられ及び／又はアダプタ６２から延び
、かつ、内部を通って長手方向に延びる開口部を有する。種々の実施形態では、外装５８
は、ハウジング１６の遠位端の上にねじ付けられてもよく、又はスナップ嵌めされてもよ
い。少なくとも１つの実施形態では、超音波伝達導波管４６は、管状部材６４の開口部を
通って延在し、シリコーンリング５６はこの開口部の側壁と接触して、その中の超音波伝
達導波管４６を隔離することができる。種々の実施形態では、外装５８のアダプタ６２は
、例えば、Ｕｌｔｅｍ（登録商標）から構成されるのが好ましく、管状部材６４は、例え
ばステンレス鋼から製造される。少なくとも１つの実施形態では、超音波伝達導波管４６
は、例えば、超音波伝達導波管４６を外部接触から隔離するためにこれを取り囲む高分子
材料を有してもよい。
【００２７】
　種々の実施形態では、上述のように、外科用器具は、長手方向の振動を生成するように
構成されたトランスデューサと、トランスデューサに動作可能に連結されるエンドエフェ
クタ及び／又は導波管と、トランスデューサ、導波管、及び／又はエンドエフェクタと動
作可能に接続する及び／又はそれらを支持するその他の様々な音響アセンブリの構成要素
と、を備えることができる。特定の実施形態では、同様に上述のように、トランスデュー
サは、エンドエフェクタに伝達され得る振動を生成することができ、この振動は、トラン
スデューサ、導波管、エンドエフェクタ、及び／又は音響アセンブリの他の様々な構成要
素を、共振周波数で又はその近くで駆動することができる。共振状態では、長手方向のひ
ずみパターン、又は長手方向の応力パターンが、例えばトランスデューサ、導波管、及び
／又はエンドエフェクタ内で生じ得る。種々の実施形態では、ここで図３及び図４を参照
すると、こうした長手方向のひずみパターン、又は長手方向の応力パターンは、トランス
デューサ、導波管、及び／又はエンドエフェクタの長さに沿って、正弦曲線手法、又は少
なくとも実質的に正弦曲線手法で、長手方向のひずみ、又は長手方向の応力を変化させる
ことができる。少なくとも１つの実施形態では、例えば、長手方向のひずみパターンは、
最大ピーク及びゼロ点を有することができ、ひずみ値は、かかるピークとゼロ点との間で
非線形的に変化することができる。
【００２８】
　種々の状況において、上記に加えて、導波管１４６及び／又はエンドエフェクタ１５０
内の任意の所与の位置における長手方向のひずみ、又は長手方向の応力は、例えば、様々
なひずみ状態、又は応力状態の間でパルス付勢され得る。図３及び図４を参照すると、ト
ランスデューサ１１４の圧電素子１３２に周期的電圧が供給された場合、例えば、特に、
導波管１４６と、エンドエフェクタ１５０と、トランスデューサ１１４とを実質的に備え
るシステムを、その共振周波数で又はその近くで振動させた場合、導波管１４６内のＡ点
における長手方向のひずみを、伸張、つまりプラスのε最大と、圧縮、つまりマイナスの
ε最大との間でサイクルさせることができる。種々の状況において、圧縮及び伸張の最大
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長手方向ひずみの絶対値は、等しくてもよく、又は少なくともほぼ等しくてもよい。それ
に対応して、導波管１４６内のＡ点における長手方向の応力を、伸張、つまりプラスのσ

最大と、圧縮、つまりマイナスのσ最大との間でサイクルさせることができ、圧縮及び伸
張の最大長手方向応力の絶対値は、等しくてもよく、又は少なくともほぼ等しくてもよい
。同様に、図４を参照すると、トランスデューサ１１４内のＢ点における長手方向のひず
みを、伸張ε最大と圧縮ε最大との間でサイクルさせることができ、長手方向の応力を、
伸張σ最大と圧縮σ最大との間でサイクルさせることができる。
【００２９】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、導波管１４６及び／又はエンドエ
フェクタ１５０内の任意の所与の点内の長手方向のひずみ、又は長手方向の応力を、２つ
の値の間でサイクルさせることができ、これらの値の絶対値は実質的に同一であり得る。
そのような実施形態では、ある位置で生じる長手方向のひずみ、又は長手方向の応力の範
囲は、ピークピーク値、即ち、それぞれ、εピークピーク又はσピークピークとして評価
され得る。少なくとも１つの実施形態では、図示されていないが、トランスデューサ１１
４の圧電素子１３２に供給される圧力は、この圧力が、ゼロと最大電圧との間で、又は別
の方法としては、ゼロと最低電圧との間でサイクルされるように整流され得、その結果、
長手方向のひずみプロファイルを、ゼロと最大圧縮ひずみ、又は別の方法としては、ゼロ
と最大伸張ひずみとの間でサイクルさせることができる。いずれの場合も、図３に示され
る長手方向の応力パターン及び長手方向のひずみパターンを再度参照すると、応力パター
ンはひずみパターンと重なるものとして示されている。しかしながら、種々の状況におい
て、導波管１４６及び／又はエンドエフェクタ１５０の任意の所与の点内の長手方向の応
力及び長手方向のひずみは、同じ大きさを有さない。むしろ、ｐｓｉで測定した応力の大
きさは、例えば、無単位の寸法（in/in unitless dimension）で測定したひずみの大きさ
よりも大きい、及びおそらく実質的に大きい可能性がある。種々の状況において、応力（
σ）及びひずみ（ε）の値は、線形に比例することができ、また次の関係によって関連付
けられ得る。
　σ＝Ｅ＊ε
　式中、Ｅは、導波管１４６及び／又はエンドエフェクタ１５０の材料の、例えば、特定
の点における弾性率を含む。
【００３０】
　種々の実施形態では、トランスデューサ１１６、導波管１４６及び／又はエンドエフェ
クタ１５０内の長手方向のひずみパターン、又は長手方向の応力パターンは、図３及び図
４に示されるように、例えば、１つ以上のゼロひずみ点、又は１つ以上のゼロ応力点を含
むことができる。図５及び図６も併せて参照すると、トランスデューサ１１６、導波管１
４６、及びエンドエフェクタ１５０内のゼロひずみ点及びゼロ応力点は、トランスデュー
サ１１６、導波管１４６、及びエンドエフェクタ１５０内の振動の定在波の波腹（ＡＮ点
で表わされている）と一致し得る。読者が想起するように、図５及び図６を参照すると、
長手方向振動の定在波の波腹は、最大長手方向振動変位、即ち、振動の定在波の、例えば
、δ最大及び／又は－δ最大に対応し得る。トランスデューサ１１６、導波管１４６、及
びエンドエフェクタ１５０内の最大ひずみ点及び最大応力点は、振動の定在波の波節（Ｎ
点で表わされている）と一致し得る。同様に読者が想起するように、図５及び図６を参照
すると、長手方向振動の定在波の波節は、振動の定在波の長手方向のゼロ変位点に対応し
得る。図３に示されるように、上述の説明を参照すると、Ａ点は波節Ｎの位置又はその近
くにある。図３に同様に示されているように、エンドエフェクタ１５０の遠位端１５２は
、波腹ＡＮの位置又はその近くに位置付けられ、同様に、導波管１４６の近位端もまた、
波腹ＡＮに位置付けられる。上述のように、エンドエフェクタ１５０の遠位端１５２を波
腹の位置、又はその近くに位置付けることによって、特定の利点を得ることができ、かか
る利点の少なくとも１つは、例えば、波腹の位置で実現される最大長手方向振動変位を十
分に利用することを含み得る。その他の特定の利点は、導波管１４６の近位端を、波腹の
位置、又はその近くに位置付けるのを確実にすることによって得ることができ、かかる利



(10) JP 5666576 B2 2015.2.12

10

20

30

40

50

点の少なくとも１つは、波腹の位置で実現される長手方向のゼロひずみ点、又は長手方向
のゼロ応力点を十分に利用することを含み得る。上記と同様に、導波管１４６の近位端は
、図２に示される接続継手７０のような連結部又はユニオンジョイントを含むことができ
、この接続継手を波腹の位置、又はその近くに設置することによって、接合部を、存在す
る場合、振動の定在波によって誘発されるわずかな長手方向の応力又は長手方向のひずみ
に暴露することができる。
【００３１】
　上述のように、電圧源、又は電力源は、トランスデューサの圧電素子の１つ以上と動作
可能に連結され得、圧電素子のそれぞれに印加される電圧ポテンシャルによって、圧電素
子を長手方向に膨張及び収縮、又は振動させることができる。同様に上述のように、電圧
ポテンシャルは周期的であり得、種々の実施形態では、電圧ポテンシャルは、例えば、ト
ランスデューサ１１６、導波管１４６、及びエンドエフェクタ１５０を備える構成要素の
システムの共振周波数と同じかほとんど同じ周波数で周期的にサイクルすることができる
。しかしながら、種々の実施形態では、トランスデューサ内の特定の圧電素子は、トラン
スデューサのその他の圧電素子よりも、長手方向振動の定在波に対する寄与が大きい場合
がある。より詳細には、長手方向の変位を制御、又は制限することができる長手方向のひ
ずみプロファイルが、トランスデューサ内で生じてもよく、特にシステムが共振周波数で
又はその近くで振動する場合に、いくらかの圧電素子は、振動の定在波に寄与することが
できる。
【００３２】
　図７を参照すると、トランスデューサ２１４の他の圧電素子よりも波節Ｎに近くなるよ
うに位置付けられている圧電素子２３２ａは、トランスデューサ２１４の他の圧電素子よ
りも大きなひずみ、又は応力にさらされ得る。種々の実施形態では、圧電素子内のひずみ
は、圧電素子内を流れる又はそこを通って引き込まれ得る電流の量を決定することができ
る。特定の実施形態では、ひずみと電流とは線形に比例し得るが、他の実施形態では、ひ
ずみと電流とは幾何学的に比例し得る。圧電素子２３２ａは、トランスデューサ２１４内
の波節の最も近くに位置付けられ、その結果大ひずみにさらされるので、この圧電素子２
３２ａは、波節からより離れるように位置付けられてより小さいひずみにさらされる他の
圧電素子よりも多くの電流を、電源から引き込むことが可能であり得る。より多くの電流
が圧電素子２３２ａを通って流れることによって、例えば、圧電素子２３２ａは、波節か
らより離れるように位置付けられているトランスデューサ２１４の他の圧電素子よりも大
きな長手方向の振動を有し、かつ、トランスデューサ２１４、及びこれに取り付けられた
エンドエフェクタ内の振動の定在波に対するより大きな変位に寄与することができる。特
定の実施形態では、圧電素子によって引き込まれる電流と圧電素子の長手方向の変位とは
、線形に比例し得るが、他の実施形態では、電流と長手方向の変位とは、幾何学的に比例
し得る。
【００３３】
　一例として、上記に加えて、圧電素子２３２ａは圧電素子２３２ｂよりも波節Ｎに近接
し、図７に示されるように、圧電素子２３２ｂは、圧電素子２３２ａよりも少ないひずみ
にさらされ得る。その結果、上記によると、圧電素子２３２ｂは、圧電素子２３２ａより
も少ない電流を引き込むことができる。更に、圧電素子が消費する電力は、圧電素子を流
れる電流と、圧電素子に印加される電圧ポテンシャルとの積によって定義され得るので、
圧電素子２３２ｂは、圧電素子２３２ａよりも少ない電力を消費し得る。このような関係
は、圧電素子２３２ａ及び２３２ｂに対する電圧ポテンシャルが、同じか、又は少なくと
もほぼ同じである実施形態において、特に当てはまる。それに対応して、圧電素子２３２
ｃは、圧電素子２３２ｂよりも少ない電流を引き込み、かつ少ない電力を消費してもよく
、また同様に、圧電素子２３２ｄは、圧電素子２３２ｃよりも少ない電流を引き込み、か
つ少ない電力を消費してもよい。
【００３４】
　上記に加えて、より多くの電流を引き込み、かつより多くの電力を消費する圧電素子は
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、より大量の仕事を行うことができる。より詳細には、かかる圧電素子は、振動する際に
、より大きな長手方向の変位を生成する及び／又はより大きな長手方向力を生じることが
でき、圧電素子が発生させる仕事は、圧電素子によって生じた力と変位との積に比例し得
るので、かかる圧電素子は、より多くの仕事を出力することができる。上記の結果、波節
に近くなるように位置付けられた圧電素子は、波節からより離れるように位置付けられた
圧電素子よりも多くの仕事を発生させることができる。このことは、トランスデューサの
圧電素子が同じ材料で構成され、かつほぼ同一寸法である実施形態において、特に当ては
まり得る。しかしながら、種々の実施形態では、大量の電力を消費し、かつ大量の仕事を
行う圧電素子は、大量の熱を生じる可能性がある。少なくとも１つの実施形態では、その
結果、波節の最も近くに位置付けられた圧電素子は、波節からより離れるように位置付け
られた圧電素子よりも多くの熱を発生させる可能性がある。種々の状況において、そのよ
うな圧電素子は、それらの周囲の空気の流れを低減させ得る（複数の）圧電素子に隣接し
て中間に位置付けられ得るので、波節の最もに近くに位置付けられた圧電素子から離散す
る熱流が抑制される場合がある。ある特定の状況では、大量の熱は、様々な圧電素子の性
能に悪影響を与え得る。例えば、大量の熱は、圧電素子の１つ以上の中に焦電気（pyroec
tricity）を発生させる可能性があり、この焦電気は、圧電素子に印加される電圧ポテン
シャルを弱める及び／又は、場合によっては、圧電素子の寿命を短くする可能性がある。
【００３５】
　種々の実施形態では、上記に加えて、トランスデューサは、いくつかの異なる圧電素子
を備えることができ、それら圧電素子は、トランスデューサの圧電素子が実行する仕事を
一様にするか、又は少なくともより良好に分配するために選択され得る。特定の実施形態
では、波節からより離れるように位置付けられた圧電素子は、波節により近くなるように
位置付けられた圧電素子と同じ仕事を発生させてもよい。特定のその他の実施形態では、
波節からより離れるように位置付けられた圧電素子は、波節により近くなるように位置付
けられた圧電素子と同じ仕事を発生させないかもしれないが、波節からより離れるように
位置付けられた圧電素子は、波節により近くなるように位置付けられた圧電素子によって
発生された仕事の約９０％、約８０％、約７０％、約６０％、約５０％、約４０％、及び
／又は約３０％を発生させてもよい。少なくとも１つの実施形態では、異なる圧電素子は
、異なるひずみ定数（ｄ３３）を有する材料からなることができ、材料のひずみ定数は、
材料内で生じるひずみ（ε）を圧電素子が受ける電界（Ｅ）で除した割合として表わされ
得る。このような実施形態の少なくとも１つでは、図７を再度参照すると、例えば、圧電
素子２３２ａは、第１のひずみ定数を有する第１の材料からなることができ、圧電素子２
３２ｂは、第２のひずみ定数を有する第２の材料からなることができる。種々の実施形態
では、第１のひずみ定数は、第２のひずみ定数よりも大きくてもよい。一般に、圧電素子
がある量の仕事を発生させるのに必要な電流は、圧電素子のひずみ定数に反比例し得るの
で、大きなひずみ定数を有する材料を圧電素子に選択することによって、圧電素子が引き
込む電流を低減し、それに対応して、圧電素子が生成する熱を低減することができる。そ
れに対応して、低いひずみ定数を有する材料を圧電素子に選択することによって、ある量
の仕事を発生させるのに必要な電流を増加させ、ひいては、圧電素子が発生させる熱を増
加させることができる。
【００３６】
　上記に加えて、より高いひずみ定数を有する材料からなる圧電素子を波節の近くで使用
し、より低いひずみ定数を有する材料からなる圧電素子を波節からより離れて使用するこ
とによって、トランスデューサの圧電素子が発生させる仕事は、バランスが保たれる又は
少なくともより一様にバランスが保たれることが可能である。種々の実施形態では、圧電
素子２３２ａは、第１のひずみ定数を有する第１の材料からなることができ、圧電素子２
３２ｂは、第２のひずみ定数を有する第２の材料からなることができ、圧電素子２３２ｃ
は、第３のひずみ定数を有する第３の材料からなることができ、また、圧電素子２３２ｄ
は、第４のひずみ定数を有する第４の材料からなることができ、その場合、少なくとも１
つの実施形態では、第１のひずみ定数は第２のひずみ定数よりも大きくてもよく、第２の
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ひずみ定数は第３のひずみ定数よりも大きくてもよく、また、第３のひずみ定数は第４の
ひずみ定数よりも大きくてもよい。種々の実施形態では、圧電素子のひずみ定数は、例え
ば、約１００ｅ－１２ｍ／Ｖと約６００ｅ－１２ｍ／Ｖとの間、及び／若しくは約１５０
ｅ－１２ｍ／Ｖと約５００ｅ－１２ｍ／Ｖとの間、並びに／又は約１５０ｅ－１２ｍ／Ｖ
と約３５０ｅ－１２ｍ／Ｖとの間の範囲であり得る。いずれの場合も、図７を再度参照す
ると、圧電素子の材料の選択により、圧電素子２３２ｂは、例えば、圧電素子２３２ａが
発生させる仕事と等量の仕事、又は少なくともその大部分を発生させることができ、同様
に、圧電素子２３２ｃは、例えば、圧電素子２３２ｂが発生させる仕事と等量の仕事、又
は少なくともその大部分を発生させことができる。同様に、圧電素子２３２ｄは、圧電素
子２３２ｃが発生させる仕事と等量の仕事、又は少なくともその大部分を発生させことが
できる。
【００３７】
　種々の実施形態では、上記の結果として、トランスデューサの圧電素子によって生じる
熱は、バランスがとられること、又は少なくともより均一にバランスがとられることが可
能であるので、熱は、トランスデューサ全体に一様に、又は少なくともより一様に生じる
。こうした実施形態は、例えば、望ましくない量の熱が、トランスデューサ内の単一の場
所、又は集中化した場所内で生じる及び／又はそこに保持される可能性を、防止する、又
は少なくとも低減することができる。ある特定の状況では、上記の結果として、圧電素子
２３２ｂは、例えば、圧電素子２３２ａによって生じた熱と等量の熱、又は少なくともそ
の大部分を生じることができ、同様に、圧電素子２３２ｃは、例えば、圧電素子２３２ｂ
によって生じた熱と等量の熱、又は少なくともその大部分を生じることができる。同様に
、圧電素子２３２ｄは、圧電素子２３２ｃによって生じた熱と等量の熱、又は少なくとも
その大部分を生じることができる。少なくとも１つのそのような実施形態では、圧電素子
によって生じる及び／又は保持される熱は、トランスデューサ２１４内に均等に分布又は
少なくともより均等に分布され得る。種々の実施形態では、例えば、トランスデューサ２
１４から熱をより簡単に散逸することができるように、圧電素子２３２ｄ内で生じる及び
／又は保持される追加の熱は、遠端位部材２２２及び／又は近端位部材２２０の中により
容易に引き込まれ得る。特定の実施形態では、端位部材２２０及び２２２は、圧電素子か
ら離れるように熱を引き込むことが可能なヒートシンクを含むことができ、少なくとも１
つの実施形態では、端位部材２２０及び２２２は、例えば、金属で構成され得る。そのよ
うな実施形態では、圧電素子が過熱する可能性を低減することができる。
【００３８】
　様々な代替の実施形態では、より低いひずみ定数を有する材料からなる圧電素子を波節
の近くで、また、より高いひずみ定数を有する材料からなる圧電素子を波節から離れて使
用するのが望ましい場合がある。種々の実施形態では、圧電素子２３２ａは、第１のひず
み定数を有する第１の材料からなることができ、圧電素子２３２ｂは、第２のひずみ定数
を有する第２の材料からなることができ、圧電素子２３２ｃは、第３のひずみ定数を有す
る第３の材料からなることができ、また、圧電素子２３２ｄは、第４のひずみ定数を有す
る第４の材料からなることができ、その場合、少なくとも１つの実施形態では、第１のひ
ずみ定数は第２のひずみ定数より小さくてもよく、第２のひずみ定数は第３のひずみ定数
より小さくてもよく、また第３のひずみ定数は第４のひずみ定数より小さくてもよい。
【００３９】
　特定の実施形態では、上記に加えて、トランスデューサの圧電素子によって生じる熱は
、異なる誘電散逸又は減衰特性を有する材料を使用することによってバランスがとられる
こと、又は少なくともより均一にバランスがとられることが可能である。種々の状況にお
いて、材料の誘電散逸は、散逸系における振動モードの電力損失率の測定値として表され
得る。別の言い方をすると、ある特定の状況では、材料の誘電散逸は、振動している圧電
素子、及び／又はトランスデューサ内で生じ得るエネルギー散逸又は損失を表すことがで
き、そのような散逸、又は損失は、発熱を生じさせることができる。いずれの場合も、種
々の実施形態では、より高い及び／又はより低い散逸性又は減衰性を有する様々な材料を
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使用することができ、例えば、より低い散逸性又は減衰性を有する材料は、より少ない熱
を生じ得る。少なくとも１つの実施形態では、より低い散逸性を有する材料からなる圧電
素子は、波節により近くなるように配置され得る一方で、より高い散逸性を有する材料か
らなる圧電素子は、波節からより離れて配置され得る。種々の実施形態では、トランスデ
ューサの圧電材料の誘電散逸率は、例えば、約０．００２～約０．０１の間で様々であり
得る。
【００４０】
　特定の実施形態では、上記に加えて、トランスデューサの圧電素子が生じる仕事は、異
なる誘電率を有する材料を使用することによってバランスがとられること、又は少なくと
もより均一にバランスがとられることが可能である。種々の実施形態では、低い誘電率を
有する材料からなる圧電素子は、高い誘電率を有する圧電素子よりも多くの仕事を発生さ
せることが可能であり得る。少なくとも１つの実施形態では、その結果、圧電素子２３２
ａは、第１の誘電率を有する第１の材料からなることができ、圧電素子２３２ｂは、第２
の誘電率を有する第２の材料からなることができ、圧電素子２３２ｃは、第３の誘電率を
有する第３の材料からなることができ、また、圧電素子２３２ｄは、第４の誘電率を有す
る第４の材料からなることができ、その場合、少なくとも１つの実施形態では、第１の誘
電率は第２の誘電率よりも高くてもよく、第２の誘電率は第３の誘電率よりも高くてもよ
く、また第３の誘電率は第４の誘電率よりも高くてもよい。種々の実施形態では、上記に
加えて、圧電材料の比誘電率は、例えば、約９００～約１２００で様々であり得、材料の
比誘電率（εr）は、誘電率定数（εｏ）で除した材料の静的誘電率（εｓ）として定義
され得る。いずれの場合も、図７を再度参照すると、圧電素子の材料の選択により、圧電
素子２３２ｂは、例えば、圧電素子２３２ａが発生させる仕事と等量の仕事、又は少なく
ともその大部分を発生させることができ、同様に、圧電素子２３２ｃは、例えば、圧電素
子２３２ｂが発生させる仕事と等量の仕事、又は少なくともその大部分を発生させること
ができる。同様に、圧電素子２３２ｄは、圧電素子２３２ｃが発生させる仕事と等量の仕
事、又は少なくともその大部分を発生させることができる。
【００４１】
　特定の実施形態では、上記に加えて、トランスデューサの圧電素子が生じる仕事は、異
なる電圧感度を有する材料を使用することによってバランスがとられること、又は少なく
ともより均一にバランスがとられることが可能である。種々の実施形態では、高い電圧感
度を有する材料からなる圧電素子は、低い電圧感度を有する圧電素子よりも多くの仕事を
発生させることが可能であり得る。少なくとも１つの実施形態では、その結果、圧電素子
２３２ａは、第１の電圧感度を有する第１の材料からなることができ、圧電素子２３２ｂ
は、第２の電圧感度を有する第２の材料からなることができ、圧電素子２３２ｃは、第３
の電圧感度を有する第３の材料からなることができ、また、圧電素子２３２ｄは、第４の
電圧感度を有する第４の材料からなることができ、その場合、少なくとも１つの実施形態
では、第１の電圧感度は第２の電圧感度よりも低くてもよく、第２の電圧感度は第３の電
圧感度よりも低くてもよく、また、第３の電圧感度は第４の電圧感度よりも低くてもよい
。種々の実施形態では、圧電材料の電圧感度は、電圧ポテンシャルに対する材料の反応、
又は形状の変化として定義され得、高い電圧感度を有する圧電材料は、低い電圧で材料内
により大きな変位を生じることができる。いずれの場合も、図７を再度参照すると、圧電
素子の材料の選択により、圧電素子２３２ｂは、例えば、圧電素子２３２ａが発生させる
仕事と等量の仕事、又は少なくともその大部分を発生させることができ、同様に、圧電素
子２３２ｃは、例えば、圧電素子２３２ｂが発生させる仕事と等量の仕事、又は少なくと
もその大部分を発生させることができる。同様に、圧電素子２３２ｄは、圧電素子２３２
ｃが発生させる仕事と等量の仕事、又は少なくともその大部分を発生させることができる
。
【００４２】
　上述のように、図７を再度参照すると、波節により近くなるように位置付けられたトラ
ンスデューサの圧電素子は、波節からより離れるように位置付けられたトランスデューサ
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の圧電素子よりも多くの熱を生じる及び／又は保持することができる。また、上述したよ
うに、圧電素子によって生成及び／又は保持される熱が、トランスデューサにわたって均
一化される、又は少なくともより良好に均一化されるように、圧電素子の材料を選択する
ことができる。しかしながら、種々の状況において、発熱及び／又は保温は、波節に近い
圧電素子内に集中化されてもよい。種々の実施形態では、以下により詳細に論じるように
、トランスデューサの圧電素子は、異なるキュリー温度（Currie temperature）（Ｔｃ）
を有する様々な材料で構成され得る。圧電材料のキュリー温度は、その温度以上では偏波
特性及び圧電特性が失われ得る温度として説明され得る。種々の状況において、その結果
、圧電材料の温度は、それらのキュリー温度を超えないことが望ましい場合がある。
【００４３】
　種々の実施形態では、特に、トランスデューサスタックの中心、又は波節の位置の圧電
素子２３２ａと、トランスデューサスタックの両端、又は波腹の位置の圧電素子２３２ｄ
との間のトランスデューサに、大きな温度勾配がある実施形態では、波節により近くなる
ように位置付けられた圧電素子は、波節からより離れるように位置付けられた圧電素子の
キュリー温度よりも高いキュリー温度を有する材料で構成され得る。少なくとも１つの実
施形態では、圧電素子２３２ａは、第１のキュリー温度を有する第１の材料からなること
ができ、圧電素子２３２ｂは、第２のキュリー温度を有する第２の材料からなることがで
き、圧電素子２３２ｃは、第３のキュリー温度を有する第３の材料からなることができ、
また、圧電素子２３２ｄは、第４のキュリー温度を有する第４の材料からなることができ
、その場合、少なくとも１つの実施形態では、第１のキュリー温度は第２のキュリー温度
よりも高くてもよく、第２のキュリー温度は第３のキュリー温度よりも高くてもよく、ま
た、第３のキュリー温度は第４のキュリー温度よりも高くてもよい。少なくとも１つのそ
のような実施形態では、例えば、圧電素子２３２ａ及び／又は２３２ｂは、例えば、（Ｋ
，Ｎａ）ＮｂＯ３で構成され得、これは、一般にニオブ酸ナトリウムカリウム又は「ＫＮ
Ｎ」と呼ばれ、約４１０℃のキュリー温度を有する。上記に加えて、圧電素子２３２ａ及
び／又は２３２ｂは、例えば、一般に「ＢＴＯ」と呼ばれ、かつ約２８０℃のキュリー温
度を有するＢｉ４Ｔｉ３Ｏ１２、及び／若しくは、一般に「ＢＮＢＫ」と呼ばれ、かつ約
６７５℃のキュリー温度を有する（Ｂｉ，Ｎａ）ＴｉＯ３－（Ｂｉ，Ｋ）ＴｉＯ３－（Ｂ
ａ，Ｓｒ）ＴｉＯ３、並びに／又は任意の好適な高いＴｃを有する無鉛の圧電材料で構成
され得る。上記に加えて、例えば、圧電素子２３２ｃ及び／又は２３２ｄは、一般にチタ
ン酸バリウムと呼ばれ、かつ約１１０℃のキュリー温度を有するＢａＴｉＯ３、及び／又
は例えば任意の好適な低いＴｃを有する無鉛の圧電材料で、構成され得る。少なくとも１
つの実施形態では、例えば、圧電素子２３２ａはＢＮＢＫ（Ｔｃ＝６７５℃）で構成され
得、圧電素子２３２ｂはＫＮＮ（Ｔｃ＝４１０℃）からなることができ、圧電素子２３２
ｃはＢＴＯ（Ｔｃ＝２８０℃）からなることができ、また、圧電素子２３２ｄはチタン酸
バリウム（Ｔｃ＝１１０℃）からなってもよい。このような構成は種々の状況において有
用であり得るが、トランスデューサスタック内の圧電素子のそれぞれは、本明細書で言及
される材料のいずれかの１種以上で構成され得る。
【００４４】
　種々の実施形態では、上記に加えて、第１のキュリー温度を有する第１の圧電素子２３
２ａは、第１の電流を引き込むことができ、第２のキュリー温度第２の圧電素子２３２ｂ
は、第２の電流を引き込むことができ、その場合、第１の電流の振幅は第２の電流よりも
大きくてもよい。より高い第１のキュリー温度により、第１の、又はより高い電流は、第
１の圧電素子２３２ａを有害に過熱する可能性がなく、同様に、第２の、又はより低い電
流は、第２の圧電素子２３２ｂを有害に過熱する可能性がない。少なくとも１つのそのよ
うな実施形態では、第３の圧電素子２３２ｃは、第２の電流よりも小さい第３の電流を引
き込むことができ、更に、第４の圧電素子２３２ｄは、第３の電流よりも小さい第４の電
流を引き込むことができる。
【００４５】
　種々の実施形態では、ここで図８～図１３を参照すると、厚さの異なる圧電素子を使用
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して、トランスデューサの圧電素子が発生させる仕事、及びこれらによって引き込まれる
電流を分配することができる。図８を参照すると、トランスデューサ３１４ａは、例えば
、第１の厚さを有する４個の圧電素子３３２と、第２の厚さを有する４個の圧電素子３３
３を備えることができ、例えば、第２の厚さは第１の厚さよりも厚い。そのような実施形
態では、圧電素子３３２及び３３３は、圧電素子が発生させる仕事が、図１４に示される
ような仕事特性を生じるように配置され得る。図８及び図１４を参照すると、厚い方の圧
電素子３３３は、薄い方の圧電素子３３２よりも波節Ｎに近くなるように位置付けられ、
この場合、圧電素子３３２及び３３３の配置、及びトランスデューサ内で生じる長手方向
の応力プロファイルε（ｌ）により、圧電素子が発生させる仕事は、圧電素子にわたって
均等に分配され得ない。実際に、図１４を参照すると、トランスデューサが発生させる仕
事は、波節Ｎに近接して位置付けられた厚い圧電素子３３３に大きく集中し得る。それに
対応して、トランスデューサ３１４のより薄い方の圧電素子３３２は、波節Ｎから離れて
波腹ＡＮ近くに位置付けられ、その結果、より少ない長手方向のひずみにさらされるので
、圧電素子３３３よりもはるかに少ない仕事を発生させ得る。
【００４６】
　種々の実施形態では、ここで図９、図１０、図１２、及び図１３にそれぞれ示されてい
るトランスデューサ３１４ｂ、３１４ｃ、３１４ｅ、及び３１４ｆを参照すると、圧電素
子３３２及び３３３は、異なる配置でスタックされ得、この異なる配置は、異なる仕事特
性を生成することができる。種々の実施形態では、上記に加えて、圧電素子によって生成
された仕事特性が、トランスデューサにわたって均一化されるように、又は、例えば、少
なくともトランスデューサ３１４ａによって生成された仕事特性よりも平坦な仕事特性に
近づくように、トランスデューサの圧電素子を配置することができる。少なくとも１つの
実施形態では、ここで図１１を参照すると、トランスデューサ３１４ｄは、上記と同様に
、例えば、４個の圧電素子３３２と４個の圧電素子３３３とを備えることができる。その
ような実施形態では、トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３２及び３３３は、圧電素
子より発生させる仕事が、図１４に示されるような仕事特性を生じ得るように配置され得
る。より詳細には、図１１及び図１４を参照すると、トランスデューサ３１４ｄの薄い方
の圧電素子３３２は、厚い方の圧電素子３３３よりも波節Ｎに近くなるように位置付けら
れており、圧電素子３３２及び３３３のこの配置により、トランスデューサ３１４ｄの圧
電素子が発生させる仕事は、圧電素子にわたってより均等に分布され得る。比較として、
トランスデューサ３１４ａが発生させることができる、波節Ｎ付近に集中している仕事の
大きい集中、又はピークは、トランスデューサ３１４ｄが発生させることができる、波節
Ｎ付近に集中している仕事のあまり顕著でない集中よりも、著しく大きくてもよい。更に
、比較として、トランスデューサ３１４ｄのトランスデューサスタックの両端に位置付け
られた厚い方の圧電素子３３３は、トランスデューサ３１４ａのトランスデューサスタッ
クの両端に位置付けられた薄い方の圧電素子３３２よりも多くの仕事を発生させ、それに
よって、トランスデューサ３１４ｄの仕事特性を更に均一化させることができる。
【００４７】
　図１４に示される仕事特性は、種々のトランスデューサの実際の仕事特性を表し得るが
、かかる仕事特性は、証明及び考察の目的で提供されている。種々のその他の仕事特性が
可能であり得る。図１４を参照すると、読者には明らかであろうが、横軸には数字１～８
が印されており、これらは、例えば、トランスデューサ３１４ａ及び３１４ｄの代表的な
実施形態の８個の圧電素子を表している。より詳細には、数字の１は、第１の、又は最も
近位の圧電素子を表すことができ、数字の２は、第２の、又は２番目に最も近位の圧電素
子を表すことができ、以下同様である。更に読者には明らかであろうが、縦軸にはパーセ
ンテージ値が印されている。かかるパーセンテージ値は、トランスデューサによって引き
込まれる総電流と比較した場合の、特定の圧電素子が引き込むことができる電流を表す。
例えば、トランスデューサ３１４ａの第１の圧電素子は、トランスデューサ３１４ａによ
って引き込まれる総電流の約１０．５％を引き込むことができ、トランスデューサ３１４
ｄの第１の圧電素子は、トランスデューサ３１４ｄによって引き込まれる総電流の約１１
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．５％を引き込むことができる。種々の実施形態では、上記を鑑みて、トランスデューサ
３１４ａの各圧電素子によって引き込まれる電流のパーセンテージを合計すると、結果は
１００％になるべきである。同様に、トランスデューサ３１４ｄの圧電素子によって引き
込まれる電流のパーセンテージを合計すると、これも１００％になるべきである。
【００４８】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、トランスデューサ内の振動の定在
波により生じる長手方向のひずみプロファイルは、正弦曲線であり得、長手方向のひずみ
は、第１の値と第２の値との間で非線形に又は幾何学的に変化し得る。特定の実施形態で
は、図８を再度参照すると、例えば、トランスデューサ３１４ａ内のひずみプロファイル
ε（ｌ）は、振動の定在波の２つの波腹ＡＮの間に延びる半正弦波によって表わされ得る
が、任意の好適な数の波腹がトランスデューサ内に位置し得る他の実施形態が想定される
。あるいは、トランスデューサ内に位置する波腹が存在しない実施形態が想定される。い
ずれの場合も、これも同様に上で概説されているように、ひずみプロファイルε（ｌ）の
最大長手方向のひずみは、振動の定在波の波節Ｎの位置で生じ得、トランスデューサ３１
４ａの圧電素子３３３３及び３３３４のように波節の最も近くに位置付けられている圧電
素子は、例えば、最も大きな長手方向のひずみにさらされ得る。例えば、図８を参照する
と、圧電素子３３３３及び３３３４は、波節Ｎのすぐ左側、又は波節Ｎに対して近位に位
置付けられており、素子３３３４は長手方向のひずみε４にさらされ、素子３３３３は長
手方向のひずみε３にさらされ、ひずみε４は、ε最大よりも小さく、ひずみε３はひず
みε４よりも小さい。この例の目的上、長手方向のひずみε４は、圧電素子３３３４全体
の平均ひずみを表すことができ、長手方向のひずみε３は、圧電素子３３３３全体の平均
ひずみを表すことができる。それに対応して、図８を参照すると、長手方向のひずみε３

及び長手方向のひずみε４は、それぞれ、圧電素子３３３３及び３３３４の中心で生じる
ものとして図示されている。いずれの場合も、上記に加えて、ひずみε３及びひずみε４

により、圧電素子３３３３及び３３３４は、圧電素子３３３３及び３３３４に対して近接
して位置付けられた圧電素子３３２２及び３３２１より大量の仕事に寄与することが可能
となり得、圧電素子３３２２及び３３２１は、それぞれ、長手方向のひずみε２及び長手
方向のひずみε１を受ける。上記と同様に、ひずみε２及びε１は、例えば、圧電素子３
３２２及び３３２１全体が受ける平均長手方向ひずみを表すことができる。
【００４９】
　上記に加えて、図８を再度参照すると、長手方向のひずみε２は長手方向のひずみε３

よりも小さく、更に、長手方向のひずみε１はひずみε２よりも小さく、かつひずみε４

よりも有意に小さい。このような関係は、ひずみプロファイルε（ｌ）の正弦的な性質、
又は形状に起因する。このような形状により、より詳細には、トランスデューサ内で誘発
される長手方向のひずみは、波節Ｎに対して幾何学的に、又は非線形に減少し得、その結
果、トランスデューサ内のひずみプロファイルは、波節Ｎからより離れた位置、及び／又
は波腹ＡＮにより近い位置において、より大きな長手方向のひずみの変化を受け得る。そ
の結果、波節Ｎから離れるように位置付けられた圧電素子は、有意に小さい長手方向のひ
ずみにさらされてもよく、大量の仕事を発生させる能力が小さくなってもよい。トランス
デューサの圧電素子の仕事分配のバランスをより良好にとるために、図１１を再度参照す
ると、圧電素子は、圧電素子全体が受ける平均長手方向ひずみの差異が減少し得るように
配置され得る。少なくとも１つの比較例では、図８及び図１１を参照すると、波節Ｎと、
トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３３１の中心との距離Ｂｌ１が、波節Ｎと、トラ
ンスデューサ３１４ａの圧電素子３３２１の中心との距離Ａｌ１よりも小さくなるように
、トランスデューサ３１４ｄの圧電素子を配置することができる。距離Ｂｌ１が距離Ａｌ
１より短いという事実により、トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３３１内で受ける
平均長手方向ひずみ、及びこの圧電素子が発生させる仕事は、トランスデューサ３１４ａ
の圧電素子３３２１内で受ける平均長手方向ひずみ、及びこの圧電素子が発生させる仕事
よりも大きくてもよい。トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３３１が提供することが
できる仕事が増加するので、例えば、トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３３１及び
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圧電素子３３２４が発生させる仕事の差異は、トランスデューサ３１４ａの圧電素子３３
２１及び圧電素子３３３４が発生させる仕事の差異よりも小さくなり得る。
【００５０】
　上記に加えて、図８及び図１１を再度参照すると、波節Ｎと、トランスデューサ３１４
ｄの圧電素子３３３２の中心との距離Ｂｌ２は、波節Ｎと、トランスデューサ３１４ａの
圧電素子３３２２の中心との距離Ａｌ２よりも小さい。距離Ｂｌ２が距離Ａｌ２よりも短
いという事実により、上記と同様に、トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３３２内で
受ける平均ひずみ、及びこの圧電素子が発生させる仕事は、トランスデューサ３１４ａの
圧電素子３３２２内で受ける平均ひずみ、及びこの圧電素子が発生させる仕事よりも大き
くてもよい。トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３３２が提供することができる仕事
が増加するので、上記と同様に、例えば、トランスデューサ３１４ｄの圧電素子３３３２

及び圧電素子３３２４が発生させる仕事の差異は、トランスデューサ３１４ａの圧電素子
３３２２及び圧電素子３３３４が発生させる仕事の差異よりも小さくなり得る。同様に、
第３の圧電素子に関しては、距離Ｂｌ３は距離Ａｌ３よりも短くてもよく、第４の圧電素
子、即ち、波節Ｎの最も近くに位置付けられた素子に関しては、距離Ｂｌ４は距離Ａｌ４
よりも短くてもよい。図８及び図１１に示されるように、トランスデューサ３１４ａ及び
３１４ｄの他の圧電素子、即ち、トランスデューサ３１４ａの素子３３３５、３３３６、
３３２７、及び３３２８、及びトランスデューサ３１４ｄの素子３３２５、３３２６、３
３３７、及び３３３８は、対応的に、又は鏡像的に配置され得、波節Ｎ及び第２の、又は
反対側の波腹ＡＮに関しては、先述の考察がこれらの素子に対して適応可能である。いず
れの場合も、図１４を再度参照すると、各素子がさらされる平均ひずみが同一、又は同一
に近くなるように圧電素子を配置することによって、圧電素子がトランスデューサ全体に
発生させる仕事を、均一化、又は少なくともより均一化することができる。
【００５１】
　種々の実施形態では、上記に加えて、より大きな平均長手方向ひずみにさらされる圧電
素子は、特に、より厚い圧電素子、即ち、長手方向に厚い圧電素子において、長手方向振
動のより大きな振幅を発生させることができる。種々の状況において、圧電素子の長手方
向のひずみは、元の、又はエネルギー付与されていない（unenergized）厚さ（ｔ０）で
除した圧電素子の厚さの変化（Δｔ）として定義され得、圧電素子内の長手方向のひずみ
が、共振トランスデューサ内で生じるひずみ場によって決定される場合、厚い圧電素子の
使用は、（Δｔ／ｔ０）の相対比率が維持されるように、圧電素子内でより大きな長手方
向の変位が生じることを必要とする。別の言い方をすれば、所定の長手方向のひずみ値に
対して、より大きな（ｔ０）はより大きなΔｔを決定付けることができ、それに対応して
、より小さな（ｔ０）はより小さなΔｔを決定付けることができる。上記に概略されてい
るように、図１１を再度参照すると、トランスデューサ３１４ｄの厚い方の圧電素子３３
３は、圧電素子３３２よりも波節Ｎから遠く離れるように位置付けられており、厚い方の
素子３３３は、薄い方の素子３３２よりも小さな平均ひずみにさらされ得るが、圧電素子
３３３の厚さは、小さい平均ひずみを補償することができ、依然として十分な長手方向の
変位、又は振動を提供することができ、かつ、トランスデューサ３１４ｄによって生成さ
れる仕事特性が均一化される、又は少なくとも均一化に近くなるように、十分な量の仕事
を発生させることができる。図示されていないが、様々な圧電素子をトランスデューサ内
で使用することができ、圧電素子は、様々な異なる厚さを有することができ、また、特定
の実施形態では、トランスデューサは、３種類以上の異なる厚さを有する圧電素子を備え
ることができる。特定の実施形態では、同様に図示されていないが、トランスデューサは
圧電素子を備えることができ、例えば、最も厚い圧電素子は、トランスデューサスタック
の両端に位置付けられ、最も薄い圧電素子は、スタックの中間に位置付けられ、また、中
間厚さを有する圧電素子は、これらの圧電素子の厚さがスタックの中間に向かって減少す
る方向に整列されるように、それらの間に配置される。
【００５２】
　上記に加えて、図８～図１３を参照すると、トランスデューサの圧電素子は、同じか、
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又は少なくともほぼ同じ幅、高さ、及び／又は直径を有することができる。特定のその他
の実施形態では、ここで図１５を参照すると、トランスデューサ４１４などのトランスデ
ューサは、例えば、異なる幅、高さ、及び／又は直径を有する圧電素子を備えることがで
きる。より詳細には、少なくとも１つの実施形態では、トランスデューサ４１４は、第１
の直径を有する第１の圧電素子４３２ａと、第２の直径を有する第２の圧電素子４３２ｂ
と、第３の直径を有する第３の圧電素子４３２ｃと、第４の直径を有する第４の圧電素子
４３２ｄと、を備えることができる。そのような実施形態では、第１、第２、第３、及び
／又は第４の圧電素子は、それらの異なる直径により、異なる静電容量を有することがで
きる。より詳細には、上述のように、素子にわたって電圧、又は電気の電位を生じさせる
ために、各圧電素子は、圧電素子の対向する両側に設置される電極を備えることができ、
電極の表面積と、圧電素子の潜在的な静電容量との間の正比例する関係により、より大き
な直径を有する圧電素子は、より大きな表面積を有する電極を備えることができるので、
より大きな圧電素子内により大きな静電容量を生じさせることができる。種々の状況にお
いて、電極の表面積と圧電素子の静電容量との間の正比例する関係は、線形、又は少なく
とも実質的に線形であり得るが、幾何的関係を有する実施形態が想到される。更に、圧電
素子の静電容量と、圧電素子を流れる電流との間の正比例する関係により、より大きな静
電容量を有するより大きな圧電素子は、より多くの電流を引き込むことができるので、よ
り大量の仕事を行うことができる。種々の状況において、静電容量と、圧電素子を流れる
電流との間の正比例する関係は、線形、又は少なくとも実質的に線形であり得るが、幾何
的関係を有する実施形態が想到される。ある特定の状況では、圧電素子の静電容量は、次
に示される関係によって表わすことができる。

【数１】

　式中、Ｋは、圧電素子材料の誘電率を表し、ε０は、空気の誘電率を表し、Ａは、電極
の表面積を表し、ｔは、電極間の圧電素子の厚さを表す。
【００５３】
　図１５を再度参照すると、トランスデューサ４１４の圧電素子４３２ａの直径は、その
厚さにわたって一定、又は少なくとも実質的に一定であり得る。同様に、圧電素子４３２
ｂ、４３２ｃ、及び／又は４３２ｄの直径は、その厚さにわたって一定、又は少なくとも
実質的に一定であり得る。少なくとも１つの実施形態では、このような圧電素子は、圧電
素子の対向する両側に配置される第１及び第２の電極を備えることができ、この対向する
両側は、同じか、又は少なくともほぼ同じ直径を有する。様々な代替の実施形態では、ト
ランスデューサの１つ以上の圧電素子の直径は、その厚さにわたって一定でなくてもよい
。少なくとも１つのそのような実施形態では、ここで図１６を参照すると、トランスデュ
ーサ５１４は、例えば、第１の直径５３１と第２の直径５３５とを含むことができる圧電
素子５３２ａを備えることができ、第２の直径５３５は第１の直径５３１よりも大きくて
もよい。図１６に示されるように、圧電素子５３２ａの直径は、より大きな第２の直径５
３５とより小さな第１の直径５３１との間で減少することができる。種々の実施形態では
、圧電素子５３２ａの直径は、線形的に、又は少なくとも実質的に線形的に減少し得るが
、例えば、非線形又は幾何学的減少などのその他の直径の変化が想到される。
【００５４】
　上記に加えて、第１及び第２の電極は、圧電素子５３２ａの両側に取り付けることがで
き、第１の電極は、第１の直径５３１と同じ直径、又は少なくとも実質的に同じ直径を有
することができ、第２の電極は、第２の直径５３５と同じ直径、又は少なくとも実質的に
同じ直径を有することができる。第１及び第２の電極の異なる直径及び／又は面積Ａによ
り、種々の実施形態では、圧電素子５３２ａの静電容量Ｃは、圧電素子５３２ａが発生さ
せる仕事が所望の仕事特性と一致するようなものであり得る。特定の実施形態では、トラ
ンスデューサ５１４は、圧電素子５３２ｂ、５３２ｃ、及び／又は５３２ｄを更に備える
ことができ、これら圧電素子の直径はまた、第１の直径と第２の直径との間で減少し得る
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。少なくとも１つの実施形態では、図１６を参照すると、トランスデューサ５１４の圧電
素子の直径は、圧電素子５３２ｄの最大直径と圧電素子５３２ａの最小直径との間で、一
定の割合、又は少なくとも実質的に一定の割合で減少し得る。種々の実施形態では、図１
６Ａを参照すると、トランスデューサ２７１４の圧電素子の直径は、圧電素子２７３２ｄ
の最小直径と圧電素子２７３２ａの最大直径との間で、一定の割合、又は少なくとも実質
的に一定の割合で減少し得る。図示されていないが、圧電素子の直径が非線形的に増加及
び／若しくは減少する、並びに／又は任意の他の好適なプロファイルを有する、その他の
実施形態が想定される。いずれの場合も、上記と同様に、圧電素子５３２ａ、５３２ｂ、
５３２ｃ、及び／又は５３２ｄのより大きな直径及びより小さな直径は、圧電素子の静電
容量Ｃが所望の仕事特性をもたらすように配置され得る。より詳細には、上記に概略され
ているように、より小さな直径と関連付けられた小さな電極と比べて、より大きな電極は
、圧電素子のより大きな直径と関連付けることができ、その場合、より大きな電極は波腹
ＡＮに近くなるように位置付けることができ、その結果、仕事特性にわたってより均一な
分配をもたらすことができる。種々の他の実施形態では、図１６Ａを参照すると、圧電素
子２７３２ａ、２７３２ｂ、２７３２ｃ、及び２７３２ｄの最大直径は、ひずみプロファ
イル内のより大きなひずみ値を活用するために、波節に近くなるように位置付けられ得る
。
【００５５】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、トランスデューサの圧電素子は熱
を生じることができ、ある状況では、過度の熱は圧電素子の性能に影響を与え得る。特定
の実施形態では、トランスデューサはポンプを備えることができる。図１７及び図１８を
参照すると、トランスデューサ６１４は、１つ以上のストラップ、又はリボン６１７を備
えることができ、これは、やはり上記に概略されているようにトランスデューサ６１４が
作動すると、トランスデューサ６１４の１つ以上の圧電素子６３２の周囲に空気をポンピ
ングするように構成され得る。少なくとも１つのそのような実施形態では、圧電素子６３
２は、エンドベル６２０とフォアベル６２２との中間に位置付けることができ、図１７に
図示されていないが、エンドベル６２０及びフォアベル６２２は、圧電素子６３２をそれ
らの間に捕捉する及び／又は圧縮するように共に固着され得る。ある特定の状況では、１
つ以上のストラップ６１７は、エンドベル６２０及びフォアベル６２２に取り付けること
ができ、少なくとも１つの実施形態では、ストラップ６１７は、エンドベル６２０及びフ
ォアベル６２２がボルトで一体とされた後にエンドベル６２０及びフォアベル６２２に取
り付けることができる。少なくとも１つの実施形態では、トランスデューサ６１４は４つ
のストラップ６１７を備えることができ、これらストラップは、溶接及び／又はその他の
方法でエンドベル６２０及びフォアベル６２２に好適に固着され得、その場合、これらス
トラップ６１７は、トランスデューサの外辺部の周りに等間隔、又は少なくとも実質的に
等間隔に位置付けられ得る。ストラップ６１７は、矩形でありかつ一定の厚さを有するも
のとして図示されているが、ストラップ６１７は、任意の好適な形状及び／又は一定でな
い厚さを有することができる。種々の実施形態では、図１７を参照すると、以下により詳
細に記載されるようにストラップ６１７が偏向した場合に、ストラップ６１７が圧電素子
６３２と接触しないように、ストラップ６１７と圧電素子６３２との間に隙間６３７が画
定され得る。
【００５６】
　種々の状況において、図１８を参照すると、圧電素子６３２によって生成される振動は
、ストラップ６１７を振動させ、かつ偏向させることができる。ストラップ６１７の偏向
は、例えば、ストラップ６１７を取り囲む空気（例えば、ストラップ６１７と圧電素子６
３２との中間に位置する空気）を移動させることができ、かつ、圧電素子の上に空気を流
動させることができる。種々の状況において、圧電素子６３２の上を流動する空気は、少
なくとも最初は、圧電素子６３２よりも冷たくてもよいので、この空気は、圧電素子６３
２からの熱を吸収することができる。特定の実施形態では、トランスデューサ６１４は、
外科用器具のハンドルの中に位置付けることができ、このハンドルは、温められた空気を
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ハンドルから排出させ、かつ、冷たい空気をハンドルに入れて、圧電素子６３２を更に冷
却させることができる１つ以上の換気口を含むことができる。特定の実施形態では、冷た
い空気を圧電素子の周囲に移動させるのを助けるため及び／又は加熱された空気をハンド
ルの外に移動させるために、１つ以上のファンブレードを有するファンを、ハンドルの中
に位置付けることができる。種々の実施形態では、図１８を再度参照すると、ストラップ
６１７は、１つ以上の方向に振動する又は偏向するように構成され得る。少なくとも１つ
の実施形態では、ストラップ６１７が、圧電素子上に空気を半径方向、又は少なくとも実
質的に半径方向にポンピングするように、ストラップ６１７は、長手方向軸６９９に対し
て直角な方向に偏向するように構成され得る。特定の実施形態では、ストラップ６１７は
、長手方向軸６９９に対して垂直、平行、及び／又は斜めの方向に偏向するように構成さ
れ得る。特定の実施形態では、ストラップ６１７は、圧電素子の幾何学的状態及び表面状
態に応じて、圧電素子６３２の上の空気の層流、及び／又は空気の乱流を引き起こすよう
に構成され得る。種々の実施形態では、ストラップ６１７は、例えば、銅又は黄銅などの
金属で構成することができ、その場合、ストラップ６１７は、エンドベル６２０とフォア
ベル６２２との間で熱を伝導するように構成され得る。少なくとも１つのそのような実施
形態では、熱は、トランスデューサ６１４の一方の末端部から他方の末端部まで流れるこ
とができ、その結果、トランスデューサ６１４内に蓄えられた熱は、トランスデューサ６
１４全体に均一に、又は少なくとも実質的に均一に拡散され得る。
【００５７】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、トランスデューサ６１４の圧電素
子６２６は長手方向の振動を生じることができ、この振動は、ストラップ、又はリボン６
１７を振動させ、かつ偏向させることができる。ある特定の状況では、圧電素子６２６は
、例えば、長手方向軸６９９に対して直角又は垂直な振動を生じることができ、例えば、
この振動はストラップ６１７を振動させ、かつ偏向させることができる。そのような状況
では、ストラップ６１７のかなり大きな偏向が生じ得る。しかしながら、特定の実施形態
では、ストラップ６１７は、所望の空気流を生じさせるのに十分な量だけ偏向しなくても
よい。少なくとも１つの実施形態では、ここで図１９を参照すると、ストラップ７１７内
に偏心、又は不均衡を引き起こすように構成され得る１つ以上のおもり、又は塊体７３９
を、１つ以上のストラップ７１７に取り付けることができる。そのような不均衡により、
トランスデューサ７１４の圧電素子７３２によって生成される振動は、少なくとも初期に
は増幅して、ストラップ７１７内により大きな偏向を作り出すことができる。別の言い方
をすれば、塊体７３９は、ストラップ７１７の偏向を「キックオフする（kick-off）」こ
とができる。種々の状況において、塊体の追加重量は、トランスデューサ７１４が作動さ
れている期間を通して、ストラップ７１７のより大きな偏向を引き起こすことができる。
少なくとも１つの実施形態では、塊体７３９は、ストラップ７１７を剛性化しない、又は
少なくとも実質的に剛性化しない質点を含む、又は少なくとも質点に近似することができ
る。いずれの場合も、各ストラップ７１７は、それ自体に取り付けられた１つ以上の塊体
を含むことができ、又は、特定のその他の実施形態では、いくつかのストラップ７１７は
、それ自体に取り付けられた１つ以上の塊体を含むことができ、いくつかのストラップ７
１７は、それ自体に取り付けられたストラップをまったく有さなくてもよい。特定の実施
形態では、塊体７３９は、ストラップ７１７に溶接され得、種々の実施形態では、塊体７
３９は、ストラップ７１７に接着及び／又は固着され得る。
【００５８】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、超音波外科用器具は、外科用器具
のトランスデューサに電流を供給するように構成されたケーブルを備えることができる。
特定の実施形態では、ケーブルは、外科用器具のトランスデューサ、及び／又はその中に
トランスデューサが配置されるハンドピースから熱を奪うように構成され得る。少なくと
も１つの実施形態では、ケーブルは、いくつかの層を含むことができる。例えば、少なく
とも１つのそのような実施形態では、ケーブルは、内部コアと、外部コアと、内部コアと
外部コアとの間に位置付けられる第１の絶縁層と、外部コアを取り囲む第２の絶縁層と、
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第２の絶縁層を取り囲む熱伝導性材料と、外側絶縁層と、を含むことができる。内部コア
及び外部コアは、トランスデューサへ及びトランスデューサから電流を流すように構成さ
れ得、第１及び第２の絶縁層は、そこから電流が漏れるのを防止するように構成され得る
。熱伝導性材料は、トランスデューサ、及び／又はハンドピースから熱を取り去り、かつ
外科用器具から外にその熱を伝えるように構成され得る。ある特定の状況では、導電材料
はヒートシンクとして機能することができ、少なくとも１つの実施形態では、導電材料は
アルミニウムで構成され得る。いずれの場合も、外側絶縁層は、使用中に外科医が、例え
ば、熱い導電材料に触れないように保護するように構成され得る。
【００５９】
　種々の実施形態では、上述のように、超音波器具のトランスデューサによって生成され
る振動は、例えば、導波管４６などの導波管、及びエンドエフェクタ５０などのエンドエ
フェクタに伝達され得る。そのような振動により、特に導波管及びエンドエフェクタが共
振状態で駆動されているときには、導波管及びエンドエフェクタは、特に振動の定在波の
波節において、熱を生じ、かつ蓄積してもよい。ある状況では、このような局所的な発熱
は有用であり得る。しかしながら、種々の状況において、熱が１箇所以上の場所に局所化
、又は少なくとも局所化しないように、導波管及び／又はエンドエフェクタ内で生じた熱
を分配するのが望ましい場合がある。種々の実施形態では、図２０及び図２１を参照する
と、外科用器具は、例えば、導波管８４６と、エンドエフェクタ８５０と、外装（例えば
８４１）と、を備えることができ、この外装は、導波管８４６及びエンドエフェクタ８５
０の一部分を取り囲む、又は少なくとも部分的に取り囲むように構成され得る。特定の実
施形態では、外科用器具は、導波管及び／又はエンドエフェクタに沿って空気を移動させ
るように構成されたポンプを備えることができる。少なくとも１つの実施形態では、外科
用器具は、外装８４１と導波管８４６との間、及び／又は外装８４１とエンドエフェクタ
８５０との間に延在する、１つ以上の膜、又はダイヤフラムを更に含み得る。少なくとも
１つのそのような実施形態では、外科用器具は、外装８４１及び導波管８４６に取り付け
られる膜８４３を含むことができ、導波管８４６が振動にさらされるとき、上記に概略さ
れているように、膜８４３は、導波管８４６及び／又はエンドエフェクタ８５０に沿って
空気を移動又はポンピングすることができる。より詳細には、少なくとも１つの実施形態
では、膜８４３の中心部分８４５は、導波管８４６に固定され得、その結果、例えば、導
波管８４６が長手方向の振動にさらされると、膜８４３の中心部分８４５は長手方向の振
動幅を受けるが、膜の外側部分８４７は外装８４１に固定され得るので、静止、又は少な
くとも実質的に静止した状態を維持することができる。
【００６０】
　中心部分８４５の長手方向の振動幅により、外装８４１と導波管８４６との中間に位置
付けられた空気は、例えば、導波管８４６に沿って長手方向に移動することができ、その
結果空気は、例えば、導波管８４６によって生じ、かつその中に蓄積された熱を吸収する
ことができる。特定の実施形態では、膜は、導波管８４６及びエンドエフェクタ８５０の
表面にわたって、層流及び／又は空気の乱流を発生させることができる。種々の実施形態
では、波腹の位置で生じる導波管８４６の長手方向のより大きな変位を利用して、膜８４
３の大きな変位及び空気のより多くの流れを生成することができるように、１つ以上の膜
８４３を、振動の定在波の波腹の位置に位置付けることができる。少なくとも１つのその
ような実施形態では、膜は、導波管及びエンドエフェクタ内で生じる各波腹の位置に位置
付けられ得る。種々の実施形態では、膜は、波腹の位置にのみ設置されてもよいが、他の
実施形態では、例えば、いくつかの膜が、波腹を囲む領域に位置付けられてもよい。いず
れの場合も、膜は、１つ以上の開口、スロット、穿孔、及び／又は開口部８４９を更に含
むことができ、これらは、例えば、膜８４３に空気を貫流させることができるように構成
され得る。例えば、種々の実施形態では、膜は、例えば、１個以上の開口、４個以上の開
口、及び／又は１０個以上の開口といった、任意の好適な数の開口を含むことができる。
少なくとも１つの実施形態では、例えば、１つの膜８４３の開口は、隣接する膜８４３の
開口と位置合わせされ得る。種々の実施形態では、膜８４３の外側部分８４７は、外装８
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４１に接着され得る、及び／又は他の方法で好適に取り付けることができ、膜８４３の内
側部分８４５は、導波管８４６に接着することができる、及び／又は他の方法で好適に取
り付けることができる。特定の実施形態では、内側部分８４５は穴を含むことができ、こ
の穴により、膜８４３が導波管８４６上を摺動する及びその上に位置付けられ得る。種々
の実施形態では、膜８４３は、例えば、高分子材料からなることができ、材料は、膜の少
なくとも一部分が長手方向に移動するのを可能にするのに十分なだけ薄くてもよいと同時
に、その繰り返し動作に耐えるのに十分なだけ厚くてもよい。
【００６１】
　種々の状況において、上記に概略されているように、波節に近くなるように位置付けら
れたトランスデューサの圧電素子は、波節から離れるように位置付けられた圧電素子より
も大量の仕事を行うことを要求される場合があり、また、高温にさらされる場合がある。
そのような状況では、波節に最も近い圧電素子は、一定量の仕事を行うその能力を、波節
から離れるように位置付けられた圧電素子よりも速い速度で劣化させる、及び失う可能性
がある。そのような劣化が過去に起こった場合には、トランスデューサは廃棄されていた
。本明細書に記載の種々の実施形態では、トランスデューサの圧電素子を再構成すること
ができるように、使用後にトランスデューサを分解することができる。少なくとも１つの
実施形態では、図２２Ａを参照すると、トランスデューサ９１４は、圧電素子９３２ａ、
９３２ｂ、９３２ｃ、及び９３２ｄを備えることができ、少なくとも図２２Ａに示される
配置では、圧電素子９３２ａは波節Ｎの最も近くに位置付けられ、圧電素子９３２ｄは波
腹ＡＮの最も近くに位置付けられる。トランスデューサ９１４の使用後、圧電素子９３２
ａは圧電素子９３２ｂ、９３２ｃ、及び９３２ｄよりも劣化している可能性があり得る。
特定の実施形態では、その結果、図２２Ｂに示されているように、圧電素子９３２ａを、
トランスデューサスタックの両末端部に移し変えることができ、圧電素子９３２ｂ、９３
２ｃ、及び９３２ｄを内方へ移動させることができる。その後、そのような実施形態では
、圧電素子９３２ｂは、圧電素子９３２ａが行ったであろうものより多くの仕事を行うこ
とができる。再度トランスデューサ９１４が使用された後、トランスデューサ９１４を分
解することができるので、圧電素子９３２ｂをスタックの両末端部に、又は波節から最も
遠くなるように移し変えることができ、また、圧電素子９３２ｃ、及び９３２ｄを内方へ
、又は波節のより近くに移動させることができる。圧電素子を入れ替えるこの特定のシー
ケンスは有用であり得るが、任意の他の好適なシーケンスを用いてもよい。
【００６２】
　種々の実施形態では、上記に加えて、２回以上使用された、又は異なるデューティサイ
クルを受けたいくつかの圧電素子を利用して、トランスデューサを組み立てることができ
る。少なくとも１つの実施形態では、図２３Ａを参照すると、トランスデューサ１０１４
は、例えば、第１の量のデューティサイクルを受けた第１の圧電素子１０３２ａ、存在す
る場合、第２の量のデューティサイクルを受けた第２の圧電素子１０３２ｂ、第３の量の
デューティサイクルを受けた第３の圧電素子１０３２ｃ、及び第４の量のデューティサイ
クルを受けた第４の圧電素子１０３２ｄを使用して組み立てることができる。少なくとも
１つのそのような実施形態では、第１の量のデューティサイクルは、ゼロ、又は第２の量
のデューティサイクル未満であり得、第２の量のデューティサイクルは、第３の量のデュ
ーティサイクル未満であり得、第３の量のデューティサイクルは、第４の量のデューティ
サイクル未満であり得る。ある特定の状況では、その結果、第４の圧電素子１０３２ｄは
、第３の圧電素子１０３２ｃよりも劣化している、又は仕事を発生させる能力が少ない可
能性があり、第３の圧電素子１０３２ｃは、第２の圧電素子１０３２ｂよりも劣化してい
る可能性があり、また、第２の圧電素子１０３２ｂは、第１の圧電素子１０３２ａよりも
劣化している可能性がある。そのような実施形態では、あまり劣化していない圧電素子が
、長手方向振動の定在波に対してより効率的に寄与することができ、かつより大量の仕事
を生じることができるように、デューティサイクルの低い圧電素子は、波節に近くなるよ
うに位置付けられ得る。別の言い方をすれば、上記に加えて、トランスデューサによって
生成される最も大きな長手方向の変位、又は振動は、定在波の波節の位置又はその近くに



(23) JP 5666576 B2 2015.2.12

10

20

30

40

50

位置付けられた圧電素子によって生じ、波節の位置又はその近くに位置付けられたあまり
劣化していない圧電素子は、それらの位置をより良好に活用することができる。
【００６３】
　例えば上述に従って組み立てられたトランスデューサ（例えばトランスデューサ１０１
４）が使用された後、トランスデューサの圧電素子のそれぞれ、即ち、素子１０３２ａ、
１０３２ｂ、１０３２ｃ、及び１０３２ｄは、追加のデューティサイクルを受けているこ
とになり、かつ更に劣化していている可能性がある。少なくとも１つの実施形態では、そ
の結果、この時点で最も高いデューティサイクルを受けた圧電素子１０３２ｄは、トラン
スデューサスタックから除去され得る。他の残っている圧電素子、即ち、素子１０３２ａ
、１０２３ｂ、及び１０３２ｃは、波節から離れて位置付けられるように、トランスデュ
ーサスタック内で外方にシフトされる、又は再配置され得る。少なくとも１つのそのよう
な実施形態では、ここで図２３Ｂを参照すると、例えば、素子１０３２ｅなどの新しい圧
電素子が、波節の位置又はその近くに位置付けられ得る。種々の実施形態では、例えば、
圧電素子１０３２ｅはデューティサイクルを受けていなくてもよく、又は圧電素子１０３
２ａよりも低いデューティサイクルを受けていてもよい。いずれの場合も、トランスデュ
ーサを再組み立てして再度使用することができる。その後、トランスデューサを再度分解
して、新しい、又は少なくともあまり使用されていない圧電素子をスタックに挿入するこ
とができる。新しい、又は少なくともあまり使用されていない素子のトランスデューサス
タックへの挿入は、典型的には、トランスデューサスタックからの対応する数の圧電素子
の除去と照応してもよいが、トランスデューサスタックに新しい素子を加え、それによっ
て、スタック内の圧電素子の総数を増やすことができる実施形態が想定される。更に、複
数対の新しい、又は少なくともあまり使用されていない圧電素子を、所与の時間にトラン
スデューサ内で交換することができるが、所与の時間に圧電素子を１個だけ、又は３個以
上の圧電素子を交換する実施形態が想定される。
【００６４】
　様々な代替の実施形態では、上記に加えて、トランスデューサ内のより高いデューティ
サイクルを有する圧電素子は、波節の位置又はその近くに位置付けられ得、より低いデュ
ーティサイクルを有する圧電素子は、波節から離れるように位置付けられ得る。特定の実
施形態では、より低いデューティサイクルを有する圧電素子は、波腹近くなるように位置
付けられ得、このような圧電素子は、圧電素子が発生させる仕事を均一化する、又は少な
くともより良好に均一化することが可能である。より詳細には、詳細に上述されたように
、振動の定在波の波腹に近くなるように位置付けられた圧電素子は、小さい応力及びひず
みを受け得るので、電流を引き込む及び仕事を発生させる能力が低い可能性があり、波腹
の近くに位置付けられる新しい、又はあまり劣化していない圧電素子を有することによっ
て、かかる圧電素子は、小さい応力及びひずみを補償して、古い、又はより劣化した圧電
素子が提供するであろう仕事よりも大きな量の仕事を発生させることが可能であり得る。
同様に、古い、又はより劣化した圧電素子を、波節に近くなるように使用することによっ
て、かかる素子は、新しい、又はあまり劣化していない圧電素子が提供するであろう仕事
特性よりも平坦な仕事特性を発生させることができる。種々の実施形態では、本明細書で
概説されるような様々な状況で有益であり得る平坦な仕事特性を発生させることができる
。
【００６５】
　より詳細に上述されたように、超音波器具は、トランスデューサと、導波管と、エンド
エフェクタと、を備えることができ、トランスデューサは、振動を生成するように構成さ
れ得、この振動は、トランスデューサと、導波管と、エンドエフェクタと、を備えるシス
テム、又はアセンンブリを共振周波数で振動させる。また、上述したように、このような
アセンブリの共振周波数は、例えば、様々な取り付け部材又は連結部材の影響を受け得る
。いずれの場合も、アセンブリは、例えば、約５５，０００ｋＨｚなどの特定の共振周波
数を有するように設計され得る。しかしながら、様々な製造公差により、各アセンブリは
、わずかに異なる共振周波数を有する可能性があり、その結果、各アセンブリの共振周波
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数を検出するために、これらを試験してもよい。アセンブリの固有周波数の調整が必要で
あると判定されたときは、導波管及び／又はエンドエフェクタの長さを調整するために、
それらの末端部を研磨し、その結果、アセンブリの共振周波数を調整してもよい。このよ
うな組み立て工程は、その意図された目的のためには有用であり得るが、この工程は、多
大な時間を必要とする場合がある及び／又はアセンブリの適切な調節可能性をもたらさな
い場合がある。例えば、導波管から過剰な長さが研磨された場合には、例えば、その導波
管は、典型的には廃棄されなければならず、新しい導波管を使用して調整工程を繰り返さ
なければならない。
【００６６】
　種々の実施形態では、ここで図２４を参照すると、超音波器具は、トランスデューサ１
１１４と、導波管１１４６と、エンドエフェクタ１１５０と、を備えることができ、これ
らは一体化して、共振周波数を有するアセンブリを構成することができ、トランスデュー
サ１１１４を導波管１１４６に対して調整することができるように、導波管１１４６をト
ランスデューサ１１１４に取り付けることができる。より詳細には、少なくとも１つの実
施形態では、トランスデューサ１１１４は、ねじ山付き開口１１１５を含むことができ、
導波管１１４６及びエンドエフェクタ１１５０を軸１１９９に沿って移動させるために、
導波管１１４６をトランスデューサ１１１４に対して回転させることができるように、こ
の開口１１１５は、導波管１１４６のねじ山付き末端部１１５１をねじ込み可能に受容す
るように構成され得る。例えば、エンドエフェクタ１１５０の遠位端１１５２を、トラン
スデューサ１１１４に対して遠位側に、又はトランスデューサ１１１４から離れて移動さ
せるために、導波管１１４６は時計方向に回転され得る。それに対応して、エンドエフェ
クタ１１５０の遠位端１１５２を、トランスデューサ１１１４に対して近位側に、又はト
ランスデューサ１１１４に向けて移動させるために、導波管１１４６は反時計方向に回転
され得る。特定の実施形態では、ねじ山付き開口１１１５は、エンドベル１１２０の近位
端とフォアベル１１２２の遠位端との間に延在し得る。種々の状況において、上記の結果
として、アセンブリの共振周波数が所望の共振周波数と一致するようにこれをチューニン
グするために、トランスデューサ１１１４とエンドエフェクタ１１５０の遠位先端１１５
２との間の長さ「Ｌ」を調整することができる。少なくとも１つの実施形態では、エンド
エフェクタ１１５０の遠位先端１１５２が、定在波の波腹の位置、又はその近くに位置付
けられるように、及び／又は圧電素子１１３２のトランスデューサスタックの中心が、長
手方向振動の定在波の波節の位置、又はその近くに位置付けられるように、長さ「Ｌ」を
調整することができる。
【００６７】
　いずれの場合も、例えば、導波管１１４６、エンドエフェクタ１１５０、及びトランス
デューサ１１１４が、互いに対して好適に位置付けられた時点で、導波管１１４６をトラ
ンスデューサ１１１４に移動不能に固定することができる。少なくとも１つの実施形態で
は、導波管１１４６をエンドベル１１２０及び／又はフォアベル１１２２に溶接すること
ができる。特定の実施形態では、図示されていないが、アセンブリは連結装置を更に備え
ることができ、この連結装置は、導波管１１４６をトランスデューサ１１１４に動作可能
かつ解放可能に連結するように構成され得る。少なくとも１つのそのような実施形態では
、アセンブリは、１つ以上の圧縮カラーを更に備えることができ、この圧縮カラーは、エ
ンドベル１１２０及び／又はフォアベル１１２２を導波管１１４６に対して圧縮して、そ
れらの間に摩擦嵌めを形成するために、エンドベル１１２０及び／又はフォアベル１１２
２上にねじ係合され得る。そのような実施形態では、圧縮カラーは、エンドベル１１２０
及び／又はフォアベル１１２２から分離され得、そうして、導波管１１４６及びトランス
デューサ１１１４の相対位置を再度調整することが可能となる。種々の実施形態では、図
示されていないが、超音波アセンブリは、トランスデューサ及び導波管、並びに／又はエ
ンドエフェクタを備えることができ、導波管の少なくとも一部は、トランスデューサ内の
穴の中にプレス嵌めされ得る。少なくとも１つのそのような実施形態では、外科用器具の
通常の動作の過程において導波管がトランスデューサに対して非可動であり得るとしても
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、トランスデューサの穴の中の導波管の位置を、導波管に加えられる十分な軸力で調整す
ることができる。
【００６８】
　種々の実施形態では、同様に図示されていないが、超音波器具は、開口を有するトラン
スデューサ、及びこれに加えて、開口に挿入されるように構成された導波管、又はエンド
エフェクタを備えることができ、例えば、導波管とトランスデューサの開口の側壁との間
には、熱による締まり嵌めが形成され得る。より詳細には、少なくとも１つのそのような
実施形態では、トランスデューサと導波管が同じ温度、又は少なくともほぼ同じ温度の場
合、導波管をトランスデューサの開口に挿入することができないように、トランスデュー
サの開口及び導波管を構成することができるが、導波管をトランスデューサの開口に挿入
することができるようにするために、開口が膨張するようにトランスデューサを加熱する
ことができ、及び／又は導波管が収縮するように導波管を冷却することがでる。このよう
な温度差のため、トランスデューサに対する導波管の位置を調整することができるように
、導波管とトランスデューサの開口の側壁との間には、十分な隙間が存在し得る。トラン
スデューサが十分に冷却された後、及び／又は導波管が十分に温められた後、導波管とト
ランスデューサの開口の側壁との間には、締まり嵌めが存在してもよい。このような締ま
り嵌めは、熱による締まり嵌めと呼ばれることがある。いずれの場合も、導波管の位置の
再調整が必要であると判定されたときは、導波管がトランスデューサに対して再度移動で
きるようにするために、再度、トランスデューサを加熱することができる及び／又は導波
管を冷却することができる。
【００６９】
　種々の実施形態では、トランスデューサ、導波管、及び／又はエンドエフェクタを備え
るアセンブリの長さと塊体は、アセンブリの共振周波数を決定づけることができる。種々
の状況において、アセンブリの長さは、アセンブリの共振周波数が、電流源又は電流源が
トランスデューサに供給可能な周波数の範囲内となるように選択され得る。特定の実施形
態では、所与のトランスデューサ、導波管、及び／又はエンドエフェクタを共に使用する
ことが必要であってもよく、異なる長さの導波管又は異なるエンドエフェクタが必要な場
合には、全部ひっくるめて異なる外科用器具が必要であってもよい。様々な代替の実施形
態では、図２５を参照すると、外科用器具が様々な長さを有する及び／又は様々な用途を
有するように適合できるよう、外科用器具キットは、トランスデューサ、並びにトランス
デューサに組み立てることができる２つ以上の導波管及び／又は２つ以上のエンドエフェ
クタを備えるハンドピースを含むことができる。より詳細には、少なくとも１つの実施形
態では、キットは、トランスデューサ１２１４と、一体化された第１の導波管１２４６ａ
及び第１のエンドエフェクタ１２５０ａと、一体化された第２の導波管１２４６ｂ及び第
２のエンドエフェクタ１２５０ｂと、を含むことができ、少なくとも１つのそのような実
施形態では、例えば、外科医は、外科用器具が異なる長さを有し得るように、一体化され
た第１の導波管１２４６ａ及び第１のエンドエフェクタ１２５０ａ、並びに／又は一体化
された第２の導波管１２４６ｂ及び第２のエンドエフェクタ１２５０ｂを、トランスデュ
ーサ１２１４に選択的に組み立てることができる。種々の実施形態では、一体化された第
１の導波管１２４６ａ及びエンドエフェクタ１２５０ａの長さ及び塊体は、これらがトラ
ンスデューサ１２１４の取り付けられた場合、電圧源及び／又は電流源が第１の共振周波
数でトランスデューサ１２１４に動力を供給することができるようなものであり得、同様
に、一体化された第２の導波管１２４６ｂ及びエンドエフェクタ１２５０ｂの長さ及び塊
体は、これらがトランスデューサ１２１４に取り付けられた場合、電圧源及び／又は電流
源が第２の異なる共振周波数でトランスデューサ１２１４に動力を供給することができる
ようなものであり得る。特定の実施形態では、第１及び第２共振周波数は、同じか、又は
少なくともほぼ同じであり得る。種々の実施形態では、トランスデューサ１２１４は、ね
じ山付き開口１２６８を含むことができ、導波管１２４６ａ及び１２４６ｂは、それぞれ
、ねじ山付き開口１２６８にねじ込み可能に挿入され得るねじ山付きスタッド１２４８を
含むことができる。特定の実施形態では、一体化された導波管１２４６ａ及びエンドエフ
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ェクタ１２５０ａは、アセンブリの共振周波数で、振動の定在波の波長の２分の１の整数
倍、即ち、（ｎ＊λ）／２である第１の長さを含むことができる。同様に、少なくとも１
つの実施形態では、一体化された導波管１２４６ｂ及びエンドエフェクタ１２５０ｂは、
アセンブリの共振周波数で、振動の定在波の波長の２分の１の整数倍、即ち、（ｍ＊λ）
／２である第２の長さを含むことができ、式中、例えば、ｍはｎ未満であり得る。種々の
実施形態では、導波管及びエンドエフェクタの長さは、アセンブリの先端部１２５２ａ及
び１２５２ｂ、並びに／又はねじ山付きスタッド１２４８が、振動の定在波の波腹又はそ
の近くに位置付けられるように構成され得る。
【００７０】
　種々の実施形態では、上記に加えて、超音波器具は、トランスデューサと、導波管と、
エンドエフェクタと、を備えてもよく、超音波器具は、トランスデューサを少なくとも部
分的に取り囲むハウジングと、導波管及び／又はエンドエフェクタを少なくとも部分的に
取り囲む外装と、を更に備えてもよい。少なくとも１つの実施形態では、図２６を参照す
ると、超音波外科用器具１３１０は、トランスデューサ１３１４と、トランスデューサ１
３１４を包囲するハウジング１３１６と、導波管１３４６と、導波管１３４６を包囲する
外装１３４１と、エンドエフェクタ１３５０と、を備えることができる。特定の実施形態
では、外科用器具１３１０は、１つ以上の安定化支持体１３５６を更に含むことができ、
安定化支持体１３５６は、導波管１３４６及び／又はエンドエフェクタ１３５０を外装１
３４１内に支持するように構成され得る。少なくとも１つのそのような実施形態では、外
装１３４１は、ハンドル部分を構成することができ、及び／又は外科医が外科用器具１３
１０を正確に操作すること、特にエンドエフェクタ１３５０の遠位端１３５２を正確に操
作することができるように、外科医によって把持されるように又は握られるように構成さ
れ得る。少なくとも１つの実施形態では、外装１３４１の外表面の少なくとも一部は、粗
面化された及び／又は非平滑化された表面を含むことができる。特定の実施形態では、外
装１３４１の外表面は、円形、又は少なくとも実質的に円形の断面を含むことができ、そ
の直径は、約５ミリメートル、約１０ミリメートル、約１５ミリメートル、及び／又は約
４ミリメートル～約１６ミリメートルである。
【００７１】
　いずれの場合も、支持体１３５６は、外装１３４１と導波管１３４６との間で力を伝達
するのに十分なだけ剛性であり得、尚かつ、導波管１３４６と外装１３４１との間の相対
運動を可能にするだけ十分に柔軟であり得る。特定の実施形態では、支持体１３５６は、
例えば、導波管１３４６と外装１３４１との間で伝達される振動を弱めることもできる。
種々の実施形態では、支持体１３５６は、長手方向振動の定在波の波節の位置又はその近
くに位置付けることができるが、支持体１３５６は、任意の好適な位置に位置付けること
ができる。例えば、振動の長手方向定在波の波節の位置又はその近くに位置付けられた支
持体１３５６は、小さい変位を受けてもよく、したがって、小さな振動が外装１３４１に
伝達されてもよい。いずれの場合も、トランスデューサハウジング１３１６は、外装１３
４１に取り付けることができ、種々の実施形態では、ハウジング１３１６は、外装１３４
１に接着、固着、及び／又はその他の方法で好適に固定され得る。種々の実施形態では、
ハウジング１３１６は、ハウジング１３１６がトランスデューサ１３１４と直接接触しな
いように外装１３４１に取り付けることができる。少なくとも１つのそのような実施形態
では、トランスデューサ１３１４及びハウジング１３１６は、互いに対して移動、又は浮
遊可能である。少なくとも１つの実施形態では、図２６を参照すると、外科用器具１３１
０は、例えば、ハウジング１３１６と外装１３４１との中間に位置付けられる、支持体１
３５３などの１つ以上の弾性支持体を更に含むことができ、支持体１３５３は、外装１３
４１とハウジング１３１６との間で伝達される振動を弱めるように構成され得る。特定の
実施形態では、支持体１３５３は、外装１３４１とハウジング１３１６との間で圧縮され
るＯリングを含むことができる。そのような構成により、少なくとも１つの実施形態では
、トランスデューサハウジング１３１６と外装１３４１との間の連結は、外科用器具１３
１０の長さに沿った任意の好適な位置で生じることができ、そのような位置が長手方向振
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動の定在波の波節及び／又は波腹の位置であるかどうかは、ほとんどあるいはまったく関
係ない。
【００７２】
　種々の実施形態では、上記に加えて、例えば、トランスデューサハウジング１３１６な
どのトランスデューサハウジングは、剛性、又は少なくとも実質的に剛性の材料（例えば
、プラスチック）で構成され得る。特定の実施形態では、トランスデューサハウジングが
その中に位置付けられたトランスデューサと接触しない、又は少なくとも実質的に接触し
ない第１の構成と、トランスデューサハウジングがトランスデューサと接触する第２の位
置との間で、トランスデューサハウジングが偏向すること、又は弾性的に変形することが
できるように、トランスデューサハウジングは十分に可撓性であり得る。少なくとも１つ
の実施形態では、ここで図２７～図３０を参照すると、超音波外科用器具は、トランスデ
ューサ１４１４と、トランスデューサ１４１４を少なくとも部分的に取り囲むトランスデ
ューサハウジング１４１６と、トランスデューサ１４１４と動作可能に連結され得る導波
管１４４６と、を備えることができる。上記と同様に、図２７～図３０には示されていな
いが、外科用器具は、導波管１４４６を少なくとも部分的に取り囲む外装を更に含むこと
ができ、例えば、ハウジング１４１６の少なくとも一部は、外装に取り付けることができ
る。特定の実施形態では、図２８を参照すると、外科医、又はその他の臨床医は、把持力
を加えるためにハウジング１４１６を把持して、ハウジング１４１６がトランスデューサ
１４１４の少なくとも一部（例えば、つかみ部）と係合するように、ハウジング１４１６
をトランスデューサ１４１４に向けて内向きに偏向させることができる。そのような状況
では、外科医又は臨床医は、導波管１４４６をトランスデューサ１４１４に実装する間、
ハウジング１４１６を介してトランスデューサ１４１４を適切な位置に保持することがで
きる。より詳細には、少なくとも１つの実施形態では、トランスデューサ１４１４は、例
えば、１つ以上の平面、又は少なくとも実質的な平面１４２１を有する遠位端、又はつか
み部１４２２を含むことができ、外科医又は臨床医は、上記に概略されているように導波
管１４４６の近位端をトランスデューサにねじ込み可能に挿入している間、この遠位端、
又はつかみ部１４２２を容易に握ることができる。そのような状況では、図２８を参照す
ると、外科医若しくは臨床医は、導波管１４４６とトランスデューサ１４１４とが共に好
適に固定されるまで、トランスデューサ１４１４を第１の方向に回転させること、又はト
ルクを与えること、及び／又は導波管１４４６を第２の方向、若しくは逆方向に回転させ
ること、又はトルクを与えることが可能である。他の種々の実施形態では、例えば、トラ
ンスデューサは把持可能な特徴部を含んでもよく、この特徴部により、外科医が導波管を
トランスデューサの中に軸方向、又は長手方向に挿入するのが可能となる。いずれの場合
も、少なくとも１つの実施形態では、つかみ部１４２２は、例えば、長手方向振動の定在
波の波腹に位置し得る。
【００７３】
　種々の実施形態では、導波管がトランスデューサに取り付けられた時点で、外科医又は
臨床医はハウジング１４１６を解放することができ、その結果、ハウジング１４１６は十
分に膨張して、トランスデューサ１４１４ともはや接触しない。種々の実施形態では、ハ
ウジング１４１６は、その元の形状に戻るように、十分に弾力的であり得る。上記により
、特定の実施形態では、トランスデューサハウジングはトランスデューサと接触しない場
合があり、その結果、使用中にトランスデューサによって形成される振動の定在波を妨げ
ない、又はこれに影響を与えない場合がある。外科医又は臨床医が、導波管１４４６をト
ランスデューサ１４１４から分離しようとする場合には、外科医又は臨床医はハウジング
１４１６を再度握って、導波管及びトランスデューサを反対方向に回転させること、又は
トルクを与えることができる。種々の実施形態では、図示されていないが、ハンドルの一
部は、１つ以上の内向きに延びるインターロック特徴部を含むことができ、このインター
ロック特徴部は、ハンドルがトランスデューサに向けて内向きに圧縮されると、トランス
デューサ上の対応するインターロック特徴部と係合するように構成され得る。このような
実施形態は、例えば、導波管又はエンドエフェクタがトランスデューサに実装されたとき
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に、トランスデューサを適切な位置に保持するのを容易にすることができる、固定された
構成（keyed arrangement）を提供することができる。図示されていないが、本明細書に
概説したように、可撓性ハウジングは少なくとも１箇所でトランスデューサに取り付けら
れるが、導波管又はエンドエフェクタをトランスデューサに接続するために、可撓性ハウ
ジングが内方に可撓性である様々な代替の実施形態が想定される。
【００７４】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、例えば、超音波外科用器具のトラ
ンスデューサによって生成される電力、及び／又はトランスデューサによって生成される
振動の大きさは、トランスデューサの圧電素子全体に加えられる電圧ポテンシャルと比例
し得る。圧電素子に加えられる電圧を増加させることで、トランスデューサの出力を増加
させることが可能であるが、上記に概略されているように、そのような電力の増加により
、温度の望ましくない上昇が起こる可能性がある。特定の実施形態では、ここで図３１を
参照すると、外科用器具は、導波管１５４６と、エンドエフェクタ１５５０と、第１のト
ランスデューサ１５１４ａと、第２のトランスデューサ１５１４ｂと、を備えることがで
き、導波管１５４６は第１のトランスデューサ１５１４ａに取り付けることができ、第１
のトランスデューサ１５１４ａは第２のトランスデューサ１５１４ｂに取り付けることが
できる。少なくとも１つの実施形態では、上記と同様に、例えば、トランスデューサ１５
１４ａ及びトランスデューサ１５１４ｂの一方は、開口１５６８などのねじ山付き開口を
含むことができ、例えば、トランスデューサ１５１４ａ及びトランスデューサ１５１４ｂ
の他方は、ポスト１５４８などのねじ山付きポストを含むことができ、ねじ山付きポスト
１５４８及びねじ山付き開口１５６８は、第１のトランスデューサ１５１４ａと第２のト
ランスデューサ１５１４ｂを共にしっかりと固着するように構成され得る。
【００７５】
　種々の実施形態では、上記に加えて、例えば、第２のトランスデューサ１５１４ｂを第
１のトランスデューサ１５１４ａに選択的に取り付けることにより、超音波器具の出力を
増加可能させることができる。少なくとも１つの実施形態では、ハンドルと、第１のトラ
ンスデューサと、第２のトランスデューサと、導波管及び／又はエンドエフェクタと、を
含むキットを、外科医に提供することができ、外科用器具が第１の出力、又は低出力を有
することを外科医が所望の場合、外科医、又はその他の臨床医は、第１のトランスデュー
サ１５１４ａをハンドルに挿入し、第２のトランスデューサ１５１４ｂを器具に組み立て
ずに、第１のトランスデューサ１５１４ａを導波管及び／又はエンドエフェクタに組み立
てることができる。特定の実施形態では、外科医又は他の臨床医がキットを受け取ったと
きに、第１のトランスデューサ１５１４ａはすでにハンドルに挿入されていてもよく、ま
た、すでに導波管及び／又はエンドエフェクタに動作可能に係合されていてもよい。いず
れの場合も、外科用器具が第２の出力、又は高出力を有する必要があることを外科医が所
望の場合、外科医は、第１のトランスデューサ１５１４ａ、導波管、及び／又はエンドエ
フェクタに第２のトランスデューサ１５１４ｂを選択的に取り付けることができる。上記
と同様に、特定の実施形態では、外科医又は他の臨床医がキットを受け取ったときに、第
２のトランスデューサ１５１４ｂは、すでに第１のトランスデューサ１５１４ａに組み立
て済みであってもよい。
【００７６】
　種々の実施形態では、上記に加えて、外科用器具のキットは、３つ以上のトランスデュ
ーサを含むことができる。例えば、少なくとも１つの実施形態では、キットは、例えば、
第１の量の電力を供給するように構成された第１のトランスデューサと、第２の量の電力
を供給するように構成された第２のトランスデューサと、第３の量の電力を供給するよう
に構成された第３のトランスデューサと、を含んでもよい。特定の実施形態では、キット
は、４つ以上のトランスデューサを含んでもよく、いくつかの実施形態では、キットの中
のトランスデューサのいくつかは、同じか、又は少なくともほぼ同じ量の電力を供給する
ように構成され得る。いずれの場合も、外科医又は他の臨床医は、外科用器具に供給され
ることになる所望の量の電力に到達するように、提供されたトランスデューサから選択す
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ることができる。少なくとも１つのそのような実施形態では、導波管に電力を供給するた
めに、３つ以上のトランスデューサを共に組み立てることができる。種々の実施形態では
、図３１を再度参照すると、トランスデューサは、直列配置で互いに固定され得、外科用
器具の供給可能な総電力は、各トランスデューサの供給可能な電力を合計することによっ
て求めることができる。
【００７７】
　種々の実施形態では、上記に加えて、外科用器具の導波管及び／又はエンドエフェクタ
に動作可能に連結された２つ以上のトランスデューサを備える超音波外科用器具は、互い
に重なり合う、又は少なくとも実質的に重なり合う振動の定在波をトランスデューサが生
成するように、構成され得る。少なくとも１つの実施形態では、外科用器具は、導波管内
に振動の第１の定在波を生成する第１のトランスデューサと、導波管内に振動の第２の定
在波を生成する第２のトランスデューサと、を備えることができ、振動の第１及び第２の
定在波の波節及び波腹は、互いに一致、又は少なくともほぼ一致し得る。少なくとも１つ
のそのような実施形態では、定在波によって生成される変位が、互いの上に重なり合って
相加効果を有するように、振動の第１及び第２の定在波は、相互に補完することができる
。
【００７８】
　特定の実施形態では、ここで図３２を参照すると、２つ以上のトランスデューサを、超
音波外科用器具の導波管及び／又はエンドエフェクタに並列配置で取り付けることができ
る。より詳細には、少なくとも１つの実施形態では、超音波外科用器具は、導波管１６４
６と、エンドエフェクタ１６５０と、第１のトランスデューサ１６１４ａと、第２のトラ
ンスデューサ１６１４ｂと、を備えることができ、トランスデューサ１６１４ａ及び１６
１４ｂは共に、導波管１６４６の共通の実装部分に取り付けることができる。特定の実施
形態では、上記と同様に、トランスデューサ及び導波管は、協働するねじ山付き開口とポ
ストとを含むことができ、これらは、トランスデューサを導波管に固定するために使用さ
れ得る。更に上記と同様に、トランスデューサ１６１４ａ及び１６１４ｂによって生成さ
れる長手方向振動の定在波は、定在波によって生成される変位が互いの上に重なり合って
、相加効果を有するように、相互に補完することができる。種々の実施形態では、図示さ
れていないが、超音波外科用器具は、導波管及び／又はエンドエフェクタと、並列及び直
列配置の両方で動作可能に係合され得るトランスデューサを備えることができる。例えば
、第１及び第２のトランスデューサは、導波管に互いに並列に直接取り付けることができ
、例えば、第３のトランスデューサは、第１のトランスデューサと直列になるように第１
のトランスデューサに取り付けることができ、第４のトランスデューサは、第２のトラン
スデューサと直列になるように第２のトランスデューサに取り付けることができる。
【００７９】
　種々の実施形態では、上記に加えて、第１及び第２のトランスデューサの圧電スタック
のそれぞれの中心が、振動の定在波の波節の位置、又はその近くに位置付けられるように
、外科用器具の第１及び第２のトランスデューサを構成することができる。他の種々の実
施形態では、第１のトランスデューサの圧電スタックの中心が、波節の位置、又はその近
くに位置付けられ、かつ第２のトランスデューサの圧電スタックが、波腹に近くなるよう
に位置付けられるように、外科用器具の第１及び第２のトランスデューサを構成すること
ができる。そのような実施形態では、上記に加えて、第１の圧電スタックは、第２の圧電
スタックよりも多くの仕事を提供することが可能であり、また多くの熱を生じてもよい。
少なくとも１つのそのような実施形態では、その結果、第１のトランスデューサ内の圧電
素子は、第２のトランスデューサ内の圧電素子と異なることがある。より詳細には、第１
のトランスデューサの圧電素子、即ち、波節に近くなるように位置付けられたトランスデ
ューサは、例えば、第２のトランスデューサの圧電素子の材料よりも高いひずみ定数を有
する材料（又は複数の材料）で構成され得る。種々の実施形態では、第１のトランスデュ
ーサの圧電素子は、第２のトランスデューサの圧電素子の材料よりも高いキュリー温度を
有する材料で構成され得る。特定の実施形態では、第１のトランスデューサの圧電素子は
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、第２のトランスデューサの圧電素子よりも多い、又は少ない数のデューティサイクルを
受けた圧電素子を含むことができる。
【００８０】
　種々の実施形態では、超音波外科用器具は、導波管及び／又はエンドエフェクタと、第
１のトランスデューサと、第２のトランスデューサと、を備えることができ、第１及び第
２のトランスデューサは、上記に概略されているように、導波管及び／又はエンドエフェ
クタに動作可能に係合され得る。少なくとも１つの実施形態では、第１のトランスデュー
サ及び第２のトランスデューサは、それぞれ選択的に作動可能であり得る。少なくとも１
つのそのような実施形態では、外科用器具はハンドルを備え、このハンドルは、その中に
配置された第１及び第２のトランスデューサを選択的に作動させるように構成され得る、
１つ以上のスイッチを備えることができる。例えば、スイッチは、第１のトランスデュー
サを作動させるために、オフ位置から第１の位置へ、第２のトランスデューサを作動させ
るために第２の位置へ、及び／又は第１のトランスデューサ及び第２のトランスデューサ
を作動させるために第３の位置へ移動され得る。特定のその他の実施形態では、ハンドル
は、第１のトランスデューサを選択的に作動させるように構成された第１のスイッチと、
更に、第２のトランスデューサを選択的に作動させるように構成された第２のスイッチと
、を備えることができる。そのような実施形態では、外科医は、導波管及び／又はエンド
エフェクタに供給される電力を選択することができる。様々な代替の実施形態では、外科
用器具は、選択的に作動させることができる３つ以上のトランスデューサを備えることが
できる。
【００８１】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、トランスデューサは、フォアベル
と、エンドベルと、フォアベルとエンドベルとの間で圧縮された、又はクランプされた１
つ以上の圧電素子と、を備えることができる。多くの場合、フォアベル及び／又はエンド
ベルは、圧電素子を互いに整列させるために、圧電素子の開口内に位置付けられるように
構成されたシャフトを有することができる。トランスデューサが組み立てられた時点で、
種々の実施形態では、導波管及び／又はエンドエフェクタは、トランスデューサに動作可
能に取り付けることができる。本明細書に記載の種々の他の実施形態では、超音波外科用
器具は、導波管と、エンドエフェクタと、導波管及び／又はエンドエフェクタに直接実装
され得る１つ以上の圧電素子と、を備えることができる。少なくとも１つの実施形態では
、図３３を参照すると、外科用器具は、エンドエフェクタ１７５０と、一体化された位置
合わせポスト、又はシャフト１７２２と、を備えることができ、その中に開口を有する圧
電素子は、圧電素子がショルダー部１７４６と当接するまでポスト１７２２に沿って摺動
可能であるように、ポスト１７２２と位置合わせされ得る。種々の実施形態では、ここで
図３４を参照すると、超音波外科用器具は、エンドエフェクタ１８５０と、導波管１８４
６と、圧電素子１８３２と、を備えることができ、素子１８３２は、導波管１８４６に接
してスタックされるまで、シャフト１８２２に沿って摺動可能である。その後、端位部材
１８２０などの端位部材を、例えば、位置合わせシャフト１８２２と係合させて、端位部
材１８２０と導波管１８４６との間に圧電素子１８３２を固定するために使用することが
できる。少なくとも１つのそのような実施形態では、位置合わせシャフト１８２２はねじ
山付き末端部を含むことができ、更には、端位部材１８２０はねじ山付き開口を含むこと
ができ、ねじ山付き開口は、位置合わせシャフト１８２２のねじ山付き末端部をねじ込み
可能に受容するように構成され得る。
【００８２】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、圧電素子を収縮及び膨張させ、か
つ振動を生じさせるために、トランスデューサの圧電素子に電圧ポテンシャルが加えられ
てもよい。これも同様に上で概説されているように、例えば、そのような電圧ポテンシャ
ルを、２つの値の間、例えば、最小値と最大値との間でサイクルさせてもよい。種々の実
施形態では、電圧ポテンシャルが圧電素子に影響を及ぼすことができるように、圧電素子
を分極処理することができる。より詳細には、各圧電素子内に正味の電気双極子又は磁気
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双極子が生じるように、圧電素子に分極処理工程を行うことができ、電圧ポテンシャルは
、磁気双極子と相互に作用して、圧電素子を振動させることができる。分極処理工程の間
、圧電材料内にドメインを整列させ、かつ圧電素子内に正味の磁気双極子を作り出すため
に、圧電材料に大きな電場を印加することができるように、圧電素子の対向する両側に電
極を印加することができる。少なくとも１つの実施形態では、電極は、電極の上にスクリ
ーン印刷されてもよく、その場合、１つ以上のステンシルが、圧電素子の両面と位置合わ
せすることができ、また、導電性インクが圧電素子に選択的に適用されるように、導電性
インクを有するローラーを、ステンシル全域に転がすことができる。特定の実施形態では
、圧電素子の表面にメッシュ材料を適用することができ、その場合、導電性インクは、圧
力を受けて、ステンシルのマスキング部分で覆われていないメッシュ材料、又は不織布材
料を通過させることができる。
【００８３】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、圧電素子を分極処理するのに使用
された電極は、第２の組の電極をトランスデューサスタックの様々な圧電素子の中間に位
置付けることができるように、圧電素子から研削、及び／又は別の方法で除去されてもよ
く、第２の組の電極は、外科用器具の操作中に用いられる電圧ポテンシャルを生じること
ができる。他の種々の実施形態では、第２の組の電極は、物理蒸着法（ＰＶＤ）を用いて
圧電素子に適用され得、その場合、導電材料が圧電素子に堆積することができるように、
例えば、金属などのある種の導電材料を、低圧環境下で蒸発させることができる。特定の
実施形態では、導電材料が圧電素子上に選択的に堆積され得るように、ステンシル、又は
マスクを圧電素子の表面上に設置することができる。
【００８４】
　種々の実施形態では、圧電素子を分極処理するのに使用された電極は、使用中に圧電素
子に電圧ポテンシャルを印加するために使用することもできる。少なくとも１つの実施形
態では、電極は、圧電素子の上にパッドプリントされ得る。少なくとも１つのそのような
実施形態では、導電性インクは、印刷版の上に置くこと、又は注ぎ込むことができ、例え
ば、インクの表面は、空気にさらされた後に粘着性になり得る。その後、インクの粘着性
部分が転送パッド（transfer pad）に付着するように、転送パッドをインクの上に押し付
けることができ、転送パッドを圧電素子の上に位置付けることができ、また、インクが圧
電素子に付着するように、転送パッドを圧電素子の上に押し付けることができる。そのよ
うな実施形態では、印刷版は、様々なレリーフ又は輪郭を有することができ、このレリー
フ又は輪郭は、導電性インクを収容することができ、かつそれに対応して、圧電素子上の
導電性インクが適用されることになるそれぞれの領域を画定することができる印刷版の領
域を画定することができる。種々の実施形態では、導電性インクは、例えば、流体、銀、
及び／又はカーボンを含むことができる。
【００８５】
　種々の実施形態では、上記に加えて、１つ以上の電極を、圧電素子に接着させることが
できる。少なくとも１つの実施形態では、ここで図３５を参照すると、例えば、トランス
デューサは、１つ以上の圧電素子１９３２を備えることができ、各圧電素子１９３２は、
コア、又はディスク１９３１と、正電極１９３４と、負電極１９３６と、を含むことがで
きる。少なくとも１つのそのような実施形態では、正電極１９３４及び／又は負電極１９
３６は、導電接着剤を使用してコア１９３１に接着され得る。その結果、使用の際、上記
に概略されているように、正電極と負電極との間に電圧ポテンシャルが生成され得るよう
に、電圧源は、正電極１９３４及び負電極１９３６に動作可能に連結され得る。トランス
デューサスタック１９１４（図３６）などのトランスデューサスタックの中に圧電素子１
９３２が組み立てられる場合、例えば、圧電素子１９３２を、それらの正電極及び／又は
負電極が互いに整列するように配置することができる。例えば、圧電素子１９３２ａの負
電極１９３６は、圧電素子１９３２ｂの負電極１９３６と接して位置付けることができ、
同様に、例えば、圧電素子１９３２ｂの正電極１９３４は、圧電素子１９３２ｃの正電極
１９３４と接して位置付けることができる。隣接する負電極１９３６の間の接触により、
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及び／又は隣接する正電極１９３４の間の接触により、負電極１９３４又は正電極１９３
６の一方の分極は、隣接する電極を分極させることができる。
【００８６】
　種々の実施形態では、上記に加えて、各電極は、圧電素子のコア１９３１に接着される
本体と、電極本体及び／又はコア１９３１から外方に延びるように構成され得るタブ、又
は部分１９３５と、を含むことができる。少なくとも１つのそのような実施形態では、圧
電素子のコア１９３１は、外側輪郭を含むことができ、タブ、又は部分１９３５は、コア
１９３１の外側輪郭に対して外方に延びることができる。特定の実施形態では、隣接する
圧電素子１９３２のタブ１９３５は、互いに接続され得る。少なくとも１つのそのような
実施形態では、例えば、隣接する負電極１９３６、又は隣接する正電極１９３４が互いに
電気的通信状態となり、同じ、又は少なくとも実質的に類似した電圧ポテンシャルを有す
ることができるように、隣接する圧電素子１９３２のタブ１９３５を、導電性クリップ、
結合装置、及び／又は接続電極を使用して結合することができる。少なくとも１つの実施
形態では、例えば、クリップ１９３３は、隣接するタブ１９３５を接続することができ、
少なくとも１つの実施形態では、クリップ１９３３は、開放形態から閉鎖形態へとクリッ
プを付勢することができるバネを含むことができる。特定の実施形態では、以下により詳
細に更に記載されるように、例えば、様々な圧電素子のコア１９３１は、位置合わせ特徴
部を含むことができ、この位置合わせ特徴部は、隣接する圧電素子が一方向に、又は限定
された数の方向に、互いに組み付けることができるのを確実にするように構成され得る。
少なくとも１つのそのような実施形態では、圧電素子の位置合わせ特徴部が互いに整列又
は少なくとも実質的に整列するときに、電極のタブ１９３５が互いに整列又は少なくとも
実質的に整列するように、位置合わせ特徴部を構成することができる。
【００８７】
　種々の実施形態では、ここで図３７及び図３８を参照すると、トランスデューサスタッ
ク２０１４は、例えば、素子２０３２などの複数の圧電素子を備えるように構成され得、
各素子２０３２は、負電極２０３４と正電極２０３６とを備えることができる。特定の実
施形態では、トランスデューサスタック２０１４は、複数の負電極２０３４に動作可能に
接続され得る１つ以上の第１の接続電極２０３３ａ、及び更には、複数の正電極２０３６
に動作可能に接続され得る１つ以上の第２の接続電極２０３３ｂを更に備えることができ
る。より詳細には、少なくとも１つの実施形態では、負電極２０３４のそれぞれを、同じ
か、又は少なくともほぼ同じ電圧ポテンシャルで分極するために、第１の接続電極２０３
３ａは、負電極２０３４に関連付けられたタブ２０３５に接続され得、及び更に、正電極
２０３６のそれぞれを、同じか、又は少なくともほぼ同じ電圧ポテンシャルで分極するた
めに、第２の接続電極２０３３ｂは、正電極２０３６に関連付けられたタブ２０３５に接
続され得る。種々の実施形態では、接続電極は、例えば、黄銅又は銅のストリップ又は材
料を含むことができ、第１の接続電極２０３３ａは、負電極２０３４に溶接又は半田付け
され得、また同様に、第２の接続電極２０３３ｂは、正電極２０３６に溶接又は半田付け
され得る。いくつかの実施形態では、接続電極は、絶縁ワイヤ、及び／又は任意の他の好
適な導線を含むことができる。特定の実施形態では、図示されていないが、例えば、接続
電極は、タブ２０３５と動作可能に係合され得る１つ以上のクリップ又はクランプ要素を
含んでもよい。いずれの場合も、上記に加えて、第１の接続電極２０３３ａは、電池２０
２９、及び／又は任意の他の好適な電源の負端子と動作可能に結合され得、第２の接続電
極２０３３ｂは、電池２０２９の正端子に動作可能に結合され得る。
【００８８】
　種々の実施形態では、図３９を参照すると、トランスデューサスタック２１１４の接続
電極２１３３は、圧電素子２１３２の外径（ＯＤ）、又は外側輪郭に対して半径方向外向
きに位置付けることができる。種々の状況において、圧電素子２１３２の外径（ＯＤ）、
又は外側輪郭と、トランスデューサハウジング２１１６との間には、接続電極２１３３を
収容するために、様々な径方向の隙間が存在し得る。しかしながら、そのような隙間は、
圧電素子の電力容量の損失を意味し得る。より詳細には、上述のように、例えば、より大
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きな直径を有する圧電素子は、より大量の仕事を発生させる能力を有し、上記の隙間は、
圧電素子の直径、又は寸法の損失を意味し得るので、隙間は、圧電素子の電力容量を低減
させる可能性がある。しかしながら、ある特定の状況では、特に圧電素子が長手方向の収
縮を受ける場合に、圧電素子２１３２の半径方向の膨張、又はポアソン膨張を収容するた
めに、圧電素子２１３２とトランスデューサハウジング２１１６との間に若干の隙間があ
るのが望ましい場合がある。
【００８９】
　種々の実施形態では、ここで図４０及び図４１を参照すると、トランスデューサスタッ
ク２２１４は、複数の圧電素子２２３２と、圧電素子２２３２の中間に位置付けられる正
の分極性電極２２３６及び／又は負の分極性電極２２３４と、負電極２２３４を動作可能
に接続する及び／又は正電極２２３６を動作可能に接続する１つ以上の接続電極２２１３
と、を備えることができる。少なくとも１つの実施形態では、図４１を参照すると、各圧
電素子２２３２は、外径、又は外側輪郭と、その中の１つ以上の溝、ノッチ、又はスロッ
ト２２３９と、を含み、ノッチ２２３９は、その中に接続電極２２１３を位置付けるよう
に構成され得る。より詳細には、少なくとも１つの実施形態では、例えば、各ノッチ２２
３９は、接続電極２２１３とノッチ２２３９の側壁との間に隙間嵌めが存在するように接
続電極２２１３を受容するように、寸法設定又は構成され得る。少なくとも１つのそのよ
うな実施形態では、例えば、各ノッチ２２３９は、接続電極２２１３の幅「Ｗ」よりも広
い幅と、接続電極２２１３の高さ「Ｌ」よりも深い深さと、を有することができる。少な
くとも１つの実施形態では、幅Ｗは約２ｍｍであってよく、高さＬは約０．６ｍｍであっ
てよい。種々の実施形態では、接続電極２２１３及びノッチ２２３９は、接続電極２２１
３が圧電素子２２３２の外側輪郭の上方、又は外方に延びないように構成され得る。いず
れの場合も、図４１を参照すると、例えば、ノッチ２２３９により、圧電素子２２３２の
最大外径（ＯＤ＝２ｒ＋２Ｌ）、又は外側輪郭は、圧電素子２１３２の最大外径（ＯＤ＝
２ｒ）、又は外側輪郭よりも大きくてもよく、その結果、圧電素子２２３２は、圧電素子
２１３２よりも大きな出力を生じることが可能である。特定の実施形態では、圧電素子２
２３２の直径（ＯＤ＝２ｒ＋２Ｌ）は、例えば、約８ｍｍ、約１０ｍｍ、約１２ｍｍ、約
１４ｍｍ、及び／又は約１６ｍｍの直径を有することができ、特定の実施形態では、その
ような圧電素子は、例えば、圧電素子２１３２と比べて、約１３％～約５３％の出力増加
をもたらすことが可能である。
【００９０】
　種々の実施形態では、上記に加えて、例えば、トランスデューサスタック２２１４の接
続電極２２１３は、１つ以上の負の分極性電極２２３４及び／又は１つ以上の正の分極性
電極２２３６と電源とを、動作可能に接続することができる。例えば、図４０を参照する
と、例えば、接続電極２２１３は、第１の正電極２２３６及び第２の正電極２２３６と電
池の正端子を接続することができ、その場合、接続電極２２１３は、第１の正電極２２３
６と第２の正電極２２３６との中間に位置付けられた負電極２２３４にまたがり、かつこ
れに動作可能に係合されないブリッジを含むことができる。トランスデューサスタックの
反対側では、例えば、接続電極２２１３は、第２の正電極２２３６と第３の正電極２２３
６を動作可能に接続することができ、その場合、上記と同様に、接続電極２２１３は、第
２の正電極２２３６と第３の正電極２２３６との中間に位置付けられた別の負電極２２３
４にまたがり、かつこれに動作可能に係合されないブリッジを含むことができる。種々の
実施形態では、トランスデューサスタック２２１４内の全ての正電極２２３６を、互いに
及び電源の正端子と動作可能に接続するために、このようなパターンを繰り返すことがで
きる。図４１から分かるように、圧電素子２２３２は、上記の接続電極の配列を収容する
ために、その両側にノッチ２２３９を含むことができるが、他の配列も可能である。上記
と同様に、例えば、接続電極は、第１の負電極２２３４及び第２の負電極２２３４と電池
の負端子を接続するように構成され得、その場合、接続電極２２１３は、第１の負電極２
２３４と第２の負電極２２３４との中間に位置付けられた正電極２２３６にまたがり、か
つこれに動作可能に係合されないブリッジを含むことができる。トランスデューサスタッ
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クの反対側では、例えば、別の接続電極２２１３は、第２の負電極２２３４と第３の負電
極２２３４を動作可能に接続することができ、その場合、上記と同様に、接続電極２２１
３は、第２の負電極２２３４と第３の負電極２２３４との中間に位置付けられた別の正電
極２２３６にまたがり、かつこれに動作可能に係合されないブリッジを含むことができる
。
【００９１】
　種々の実施形態では、ここで図４２及び図４３を参照すると、トランスデューサスタッ
ク２３１４は、複数の圧電素子２３３２と、圧電素子２３３２の中間に位置付けられた正
電極２３３６及び／又は負電極２３３４と、負電極２３３４を動作可能に接続する及び／
又は正電極２３３６を動作可能に接続する１つ以上の接続電極２３１３と、を備えること
ができる。少なくとも１つの実施形態では、圧電素子２３３２は、１つ以上の平面２３３
９を含むことができ、平面２３３９は、接続電極２３１３を収容し、その上、圧電素子２
３３２の平均直径を、圧電素子２１３２の平均直径と比べて増大させるように構成され得
る。より詳細には、図４３を参照すると、各圧電素子２３３２の様々な円形部分、即ち、
平らな部分２３３９の中間の部分の直径は、圧電素子の外径（ＯＤ＝２ｒ＋２Ｌ）が、接
続電極２３１３によって画定される直径と同じ距離、又は少なくともほぼ同じ距離である
ように増大され得る。少なくとも１つのそのような実施形態では、そのような中間部分は
、各圧電素子２３３２の全体寸法、又は面積を増大させることができ、ひいては、圧電素
子が発生させる仕事量を増大させることができる。特定の実施形態では、上記と同様に、
例えば、圧電素子２３３２の様々な部分は、約８ｍｍ、約１０ｍｍ、約１２ｍｍ、約１４
ｍｍ、及び／又は約１６ｍｍの直径を有することができ、特定の実施形態では、そのよう
な圧電素子は、例えば、圧電素子２１３２と比べて、約１１％～約４２％の出力増加をも
たらすことが可能である。種々の実施形態では、例えば、平らな部分２３３９は、圧電素
子に機械加工され得る。
【００９２】
　種々の実施形態では、上記に概略されているように、圧電素子内に正味の双極子を確立
することができるように、トランスデューサの圧電素子に分極処理工程を行うことができ
る。少なくとも１つの実施形態では、このような正味の双極子は、正電荷（＋）と、負電
荷（－）と、負電荷と正電荷との間で画定される正味の双極子モーメントベクトルと、を
含むことができる。特定の実施形態では、ここで図４４及び図４５を参照すると、圧電素
子２４３２などの圧電素子の正電荷（＋）は、例えば、圧電素子の片側に位置付けること
ができ、負電荷（－）は、圧電素子の反対側に位置付けることができる。少なくとも１つ
のそのような実施形態では、各圧電素子２４３２は、正味の双極子モーメントベクトルの
方向を示すことができる１つ以上のしるしを含むことができる。例えば、圧電素子２４３
２は、その側面に形成された矢印２４３３を含むことができ、矢印２４３３は、正電荷に
向かう方向であり、かつ負電荷から離れる方向を指し示すことができる。少なくとも１つ
の実施形態では、例えば、矢印２４３３は、圧電素子の側面に研削、圧入、及び／又はエ
ッチングされ得るが、他の実施形態では、例えば、矢印２４３３は、圧電素子が製造され
るときに圧電素子と共に一体に形成され得る。種々の実施形態では、矢印２４３３は、圧
電素子の側面から延出すること及び／又は側面に置かれることができる。特定の実施形態
では、矢印２４３３は、圧電素子に塗布及び／又はその他の方法で好適に適用され得る。
いずれの場合も、少なくとも１つのしるしを有する圧電素子により、トランスデューサを
組み立てる人が、圧電素子の極性を容易に見分け、その結果、それらの極が互いに適切に
整列するように圧電素子を迅速かつ容易に配列することが可能となる。種々の実施形態で
は、第１の素子の双極子モーメントベクトルを、第２の素子の双極子モーメントベクトル
と整列させるために、第１の圧電素子のしるしを、第２の圧電素子のしるしと位置合わせ
することができる。
【００９３】
　上記に加えて、又は上記の代わりに、圧電素子は、隣接する圧電素子が互いに適切に整
列していることを確実にするように構成され得る、指標となる１つ以上の特徴部を含むこ
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とができる。例えば、図４４及び図４５を再度参照すると、圧電素子２４３２は、１つ以
上の凹部、又は溝２４３７と、１つ以上の突出部２４３９と、を含むことができ、突出部
２４３９は、圧電素子２４３２が互いに適切に整列すると凹部２４３７内に装着されるよ
うに配置され得る。より詳細には、少なくとも１つの実施形態では、素子の片側の正電荷
（＋）が隣接する素子の正電荷と整列し及び／又は素子の反対側の負電荷（－）が隣接す
る素子の負電荷と整列するように、圧電素子が共通軸２４９９に沿って整列し、かつ圧電
素子２４３２の極性が整列するときにのみ、突出部２４３９は凹部２４３７内に配置され
得る。指標となる特部が好適に整列（図４５参照）しないと、圧電素子２４３２を互いに
適切に配置することができず、また、トランスデューサを組み立てる人、又は機械は、不
整列を迅速に検出することが可能であり得る。種々の実施形態では、例えば、圧電素子が
対で組み立てられるように、及び圧電素子の外方に面する面が、平坦で互いに平行である
か、又は少なくとも実質的に平坦で互いに実質的に平行であるように、素子２４３２など
の様々な圧電素子を構成することができ、図４４を参照すると、素子の負電荷をこの平面
に隣接させることができ、また、平面と負電荷が互いに位置合わせされた状態で、圧電素
子の様々な嵌合対を、互いの上部にスタックすることができる。少なくとも１つのそのよ
うな実施形態では、圧電素子の正味の双極子モーメントベクトルは、圧電素子の外方に面
する平面に対して、垂直、又は少なくとも実質的に垂直であり得る。
【００９４】
　種々の状況において、上記に概略されているように、トランスデューサの圧電素子は、
何がしかの理由で、超音波外科用器具のエンドエフェクタを振動させるのに十分な振動を
生じる能力を失う、又は少なくとも部分的に失う場合がある。トランスデューサが耐用年
数を超えると、トランスデューサは、多くの場合廃棄される。種々の状況において、その
ようなトランスデューの圧電素子は、例えば、鉛及び／又はその他の特定の材料で少なく
とも部分的に構成されてもよい。本明細書に記載の種々の実施形態では、トランスデュー
サ、及び／又は外科用器具は、トランスデューサを廃棄するのが望ましい場合に、トラン
スデューサの圧電素子を封入又は収容するための手段を含んでもよい。種々の実施形態で
は、図４６を参照すると、トランスデューサアセンブリ２５１４などのトランスデューサ
アセンブリは、例えば、エンドベル２５２０と、フォアベル２５２２と、エンドベル２５
２０とフォアベル２５２２との中間に位置付けられた１つ以上の圧電素子２５３２と、例
えば、トランスデューサスタック２５１８を少なくとも部分的に封入するように構成され
た封入体と、を備えることができる。少なくとも１つの実施形態では、導波管及び／又は
エンドエフェクタが、トランスデューサスタック２５１８に動作可能に係合され得るよう
に、封入体は、フォアベル２５２２の一部分だけが封入体を通って延びるように圧電素子
スタック２５１８全体を囲んでもよい。
【００９５】
　種々の実施形態では、上記に加えて、トランスデューサアセンブリ２５１４は、第１の
区画２５６３と第２の区画２５６５とを有し得る封入体２５６１を備えることができ、そ
の場合、トランスデューサスタック２５１８は第１の区画２５６３内に位置付けることが
でき、物質２５６７は第２の区画２５６５内に位置付けることができる。トランスデュー
サアセンブリ２５１４を廃棄する前、少なくとも１つの実施形態では、図４７に示される
ように、第２の区画２５６５を破断させることができ、その結果、物質２５６７は、第２
の区画２５６５から第１の区画２５６３の中に流れ込んで、トランスデューサスタック２
５１８を少なくとも部分的に取り囲むことができる。少なくとも１つのそのような実施形
態では、図４６を参照すると、側壁２５６９は、第１の区画２５６３と第２の区画２５６
５を分離するように構成され得、その場合、側壁２５６９は、少なくとも１つの位置を破
断させるように構成され得る。種々の実施形態では、例えば、側壁２５６９は、例えば、
側壁２５６９が破断する可能性が最も高くてもよい位置を決定することができる、１つ以
上の刻み目、又は脆弱な部分を含むことができる。特定の実施形態では、人が手で封入体
２５６１を押しつぶして、第１の区画２５６３と第２の区画１２６５を分離している側壁
２５６９を破裂させることができるように、封入体２５６１を構成することができる。種
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々の実施形態では、物質２５６７がその後に封入体２５６１から流出すること、又は少な
くとも実質的に流出することができないように、封入体２５６１を構成することができる
。少なくとも１つのそのような実施形態では、封入体２５６１と、封入体２５６１から延
出するフォアベル２５２２の一部との間へと物質２５６７が流れること又は少なくとも実
質的に流れることができないように、封入体２５６１をフォアベル２５２２に封止させる
こと又は少なくとも実質的に封止させることができる。
【００９６】
　種々の実施形態では、ここで図４８を参照すると、トランスデューサアセンブリ２６１
４は、少なくとも１つの弁を備える封入体２６６１を含むことができ、この弁は、第２の
区画２６６５を第１の区画２６６３と流体連通状態にするように開くことができる。より
詳細には、少なくとも１つの実施形態では、封入体２６６１は、側壁２６６９と、例えば
、物質２６６７を第２の区画２６６５から第１の区画２６６３の中に流すことができるよ
うに選択的に開くことが可能な、１つ以上の弁２６７１と、を含むことができる。少なく
とも１つのそのような実施形態では、特に、物質２６６７が流体である実施形態では、封
入体２６６１が圧縮されたときに材料２６６７内で生じる十分な流圧にさらされると、弁
２６７１がぽんと開くように、弁２６７１を構成することができる。種々の実施形態では
、物質２６６７は、第２の区画２６６５内に位置付けられているとき、及び最初にトラン
スデューサスタック２６１８を取り囲んでいるときに、流体であってもよい。しかしなが
ら、特定の実施形態では、物質２６６７は、第１の区画２６６３に入った後に固まるよう
に構成され得る。少なくとも１つのそのような実施形態では、第２の区画２６６５は気密
であることができ、例えば、物質２６６７が第１の区画２６６３に入ると、物質２６６７
は空気にさらされ、これにより物質２６６７を固めることができる。いずれの場合も、物
質が流体のままであるか固まるかに関わらず、かかる物質が封入体から流出する可能性を
更に低減するために、物質は、特定の物質をトランスデューサスタック内に封入、又は少
なくとも部分的に封入することができる。
【００９７】
　本明細書に記載されている装置は、１回の使用の後に廃棄されるように設計することが
でき、又はこれらは複数回使用するように設計することができる。しかしながら、いずれ
の場合も、デバイスは少なくとも１回の使用後、再使用のために再調整され得る。再調整
は、装置の解体工程、これに続く洗浄工程、又は特定部品の交換工程、及びその後の再組
み立て工程の、任意の組み合わせを含むことができる。特に、装置は解体することができ
、装置の任意の数の部品又は構成要素は、任意の組み合わせで選択的に交換又は取り外す
ことができる。特定の構成要素の洗浄及び／又は交換の際に、装置は、機能の再調整時に
、又は外科手術直前に手術チームにより、その後の使用のために再組み立てすることがで
きる。当業者は、装置の再調整に、解体、洗浄／交換、及び再組み立てのための様々な技
術が使用できることを理解するであろう。このような技術の使用、及びその結果として得
られる再調整された装置は、全て、本出願の範囲内にある。
【００９８】
　好ましくは、本明細書に記載されている様々な実施形態は、手術の前に処理される。ま
ず新品又は使用済みの器具を入手し、必要に応じてクリーニングを行う。次に、器具を滅
菌することができる。滅菌法の１つでは、この器具をプラスチック又はＴＹＶＥＫバッグ
等の閉鎖かつ密閉された容器に入れる。次いで容器及び器具を、γ線、Ｘ線又は高エネル
ギー電子等の容器を貫通することができる放射線野の中に配置する。この放射線によって
器具上及び容器内の細菌が殺菌される。滅菌された器具は、その後、無菌容器内で保管す
ることができる。密封容器は、それが医療施設内で開封されるまで、器具を無菌に保つ。
滅菌又はβ線若しくはγ線、エチレンオキシド、及び／又は蒸気を含め、当業者に既知の
任意の数の方法によって実施することができる。
【００９９】
　種々の実施形態では、超音波外科用器具は、導波管及び／又はエンドエフェクタがすで
に外科用器具のトランスデューサに動作可能に連結された状態で、外科医に供給され得る
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。少なくとも１つのそのような実施形態では、外科医、又はその他の臨床医は、超音波外
科用器具を滅菌包装から取り出し、上記に概略されているように超音波器具を発生器に差
し込んで、外科的処置中に超音波器具を使用することができる。このようなシステムは、
外科医、又はその他の臨床医が、導波管及び／又はエンドエフェクタを超音波外科用器具
に組み立てる必要性を排除することができる。超音波外科用器具の使用後、外科医、又は
その他の臨床医は、超音波器具を密封可能な包装に入れることができ、この包装を殺菌施
設に運ぶことができる。殺菌施設では、超音波器具を消毒することができ、あらゆる使用
済みの部品を廃棄及び交換することができる一方で、再利用可能な部品を殺菌して、再度
使用することが可能である。その後、超音波器具は、再組み立てされ、試験され、無菌包
装に入れられ、及び／又は包装に入れられた後に殺菌され得る。いったん殺菌されると、
再加工された超音波外科用器具を再度使用することができる。
【０１００】
　種々の実施形態が本明細書で記載されてきたが、これらの実施形態に多くの改変及び変
形が実施され得る。例えば、異なる方式のエンドエフェクタを使用することができる。ま
た、特定のコンポーネントについて材料を開示した部分では、他の材料を使用することも
できる。以上の説明及び以下の特許請求の範囲は、このような改変及び変形を全て網羅す
るものである。
【０１０１】
　全体又は部分において、本明細書に参照により組み込まれると称されるいずれの特許公
報又は他の開示物も、組み込まれた事物が現行の定義、記載、又は本開示に記載されてい
る他の開示物と矛盾しない範囲でのみ本明細書に組み込まれる。このように及び必要な範
囲で、本明細書に明瞭に記載されている開示は、参照により本明細書に組み込んだ任意の
矛盾する事物に取って代わるものとする。本明細書に参照により組み込まれるといわれる
が本明細書に記載した既存の定義、記述、又は他の開示資料と矛盾する、任意の資料又は
その一部は、組み込まれる資料と既存の開示資料との間に矛盾が生じない範囲においての
み組み込むものとする。
【０１０２】
〔実施の態様〕
（１）　外科用器具であって、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサと、
　封入体であって、
　　第１の区画であって、前記トランスデューサは、該第１の区画を有して位置付けられ
る、第１の区画と、
　　第２の区画と、
　　前記第２の区画内に位置付けられる材料であって、前記材料は、前記第２の区画から
前記第１の区画の中に分配されて、前記トランスデューサを少なくとも部分的に取り囲む
ように構成される、材料と、を含む、封入体と、を備える外科用器具。
（２）　前記封入体が、前記第１の区画と前記２の区画を分離する側壁を更に備え、前記
側壁が、前記材料が前記第１の区画に入ることができるように破断するように構成される
、実施態様１に記載の外科用器具。
（３）　前記材料が、前記第２の区画が破断される前は流体であるように構成され、前記
材料が、前記第１の区画に入った後に固まるように構成される、実施態様２に記載の外科
用器具。
（４）　前記封入体が、前記第１の区画と前記第２の区画とを流体連通状態にするために
開き、前記材料が前記第１の区画に入ることができるようにするように構成された弁を更
に備える、実施態様１に記載の外科用器具。
（５）　外科用器具のトランスデューサであって、
　第１の端位部材と、
　第２の端位部材と、
　前記第１の端位部材と前記第２の端位部材の中間に位置付けられた少なくとも１つの圧
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電素子であって、前記少なくとも１つの圧電素子は、振動を生成するように構成される、
圧電素子と、
　前記第１の端位部材及び前記第２の端位部材に取り付けられる可撓性ストラップを含む
ポンプであって、前記可撓性ストラップは、前記少なくとも１つの圧電素子によって生成
される前記振動によって可動である、ポンプと、を備える外科用器具のトランスデューサ
。
（６）　前記可撓性ストラップが、前記第１の端位部材と前記第２の端位部材との間に熱
を伝導するように構成された金属ストリップを含む、実施態様５に記載のトランスデュー
サ。
（７）　空隙が、前記可撓性ストラップと前記少なくとも１つの圧電素子との間に画定さ
れる、実施態様５に記載のトランスデューサ。
（８）　前記第１の端位部材、前記第２の端位部材、及び前記少なくとも１つの圧電素子
が、長手方向軸に沿って位置付けられ、前記可撓性ストラップが、前記長手方向軸に対し
て直角な方向に偏向するように構成される、実施態様５に記載のトランスデューサ。
（９）　前記可撓性ストラップに取り付けられる塊体を更に含み、前記塊体が、前記第１
の端位部材と前記第２の端位部材との中間に位置付けられる、実施態様５に記載のトラン
スデューサ。
（１０）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサと、
　前記トランスデューサに動作可能に連結されるエンドエフェクタと、
　開口を含む外装であって、前記エンドエフェクタの少なくとも一部は、前記開口を通っ
て延在するように構成され、前記エンドエフェクタと前記外装との間に隙間が画定される
、外装と、
　前記隙間内に位置付けられる膜を含むポンプであって、前記膜は、前記外装及び前記エ
ンドエフェクタに取り付けられ、前記エンドエフェクタは、前記トランスデューサによっ
て生成される前記振動によって、前記外装に対して移動されるように構成され、前記エン
ドエフェクタは、前記膜を動かして前記隙間内の空気を移動させるように構成される、ポ
ンプと、を備える外科用器具。
【０１０３】
（１１）　前記トランスデューサが、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内
に振動の定在波を生成するように構成され、前記定在波が、最小変位を有する少なくとも
１つの波節と、最大変位を有する少なくとも１つの波腹とを含み、前記膜が、波腹の位置
で前記エンドエフェクタに取り付けられる、実施態様１０に記載の外科用器具。
（１２）　前記膜が、第１の波腹の位置で前記エンドエフェクタに取り付けられる第１の
膜を含み、前記外科用器具が、第２の波腹の位置で前記エンドエフェクタに取り付けられ
る第２の膜を更に含む、実施態様１１に記載の外科用器具。
（１３）　前記膜が、内部を通って空気が流れるように構成された少なくとも１つの開口
を更に含む、実施態様１０に記載の外科用器具。
（１４）　前記膜が、前記エンドエフェクタの表面上に乱気流を作り出すように構成され
る、実施態様１０に記載の外科用器具。
（１５）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　第１のキュリー温度を有する第１の材料で構成される第１の圧電素子と、
　　第２のキュリー温度を有する第２の材料で構成される第２の圧電素子であって、前記
第１のキュリー温度は前記第２のキュリー温度よりも高い、第２の圧電素子と、を備える
、トランスデューサと、
　前記トランスデューサに動作可能に連結されるエンドエフェクタと、を備え、前記トラ
ンスデューサが、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内に振動の定在波を生
成するように構成され、前記定在波が波節と波腹とを含み、前記第１の圧電素子が、前記
第２の圧電素子よりも前記波節に近くなるように位置付けられる、外科用器具。
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（１６）　前記波節が、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタの少なくとも一
方中に、最大応力が生成される点を含み、前記波腹が、前記トランスデューサ及び前記エ
ンドエフェクタの少なくとも一方中に、最小応力が生成される点を含む、実施態様１５に
記載の外科用器具。
（１７）　前記第１の圧電素子が、前記波節に位置付けられる、実施態様１５に記載の外
科用器具。
（１８）　前記トランスデューサが、前記第１の圧電素子及び前記第２の圧電素子に電圧
ポテンシャルを印加するように構成された電源と動作可能に係合可能であり、前記第１の
圧電素子が第１の電流を引き込むように構成され、前記第２の圧電素子が第２の電流を引
き込むように構成され、前記第１の電流が前記第２の電流よりも大きい、実施態様１５に
記載の外科用器具。
（１９）　前記第１の電流が、前記第１のキュリー温度よりも低い第１の動作温度まで前
記第１の圧電素子を加熱するように構成され、前記第２の電流が、前記第２のキュリー温
度よりも低い第２の動作温度まで前記第２の圧電素子を加熱するように構成される、実施
態様１８に記載の外科用器具。
（２０）　外科用器具のトランスデューサであって、
　第１の分極性電極と、
　第１の圧電素子であって、
　　第１の外側輪郭と、
　　前記第１の外側輪郭の中の第１のノッチと、を含む、第１の圧電素子と、
　第２の圧電素子であって、
　　第２の外側輪郭と、
　　前記第２の外側輪郭の中の第２のノッチと、を含む、第２の圧電素子と、
　前記第１の圧電素子と前記第２の圧電素子との中間に位置付けられた第２の分極性電極
と、
　第３の分極性電極と、
　前記第１の分極性電極及び前記第３の分極性電極を電源に動作可能に接続するように構
成された第１の接続電極であって、前記第１の接続電極は、前記第１のノッチ内に位置付
けられる、第１の接続電極と、
　前記第２の分極性電極を前記電源に動作可能に接続するように構成された第２の接続電
極であって、前記第２の接続電極は、前記第２のノッチ内に位置付けられる、第２の接続
電極と、を備える外科用器具のトランスデューサ。
【０１０４】
（２１）　前記第１の接続電極が、前記第１の圧電素子の前記第１の外側輪郭の上方に延
びないように、前記第１のノッチ内に置かれ、前記第２の接続電極が、前記第２の圧電素
子の前記第２の外側輪郭の上方に延びないように、前記第２のノッチ内に置かれる、実施
態様２０に記載のトランスデューサ。
（２２）　前記第１の圧電素子及び前記第２の圧電素子が、長手方向軸に沿って位置付け
られ、前記第１のノッチ及び前記第２のノッチが、前記長手方向軸の対向する両側に位置
付けられる、実施態様２０に記載のトランスデューサ。
（２３）　前記第１の外側輪郭が円形輪郭を含み、前記第１のノッチが、前記円形輪郭内
に平面を含む、実施態様２０に記載のトランスデューサ。
（２４）　前記第１のノッチが、前記第１の外側輪郭内に溝を含む、実施態様２０に記載
のトランスデューサ。
（２５）　外科用器具のトランスデューサであって、
　第１の圧電素子であって、
　　第１の本体と、
　　第１の双極子モーメントベクトルを画定する第１の正味の双極子極性と、
　　前記第１の双極子モーメントベクトルの方向を示す第１のしるしと、を含む、第１の
圧電素子と、
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　第２の圧電素子であって、
　　第２の本体と、
　　第２の双極子モーメントベクトルを画定する第２の正味の双極子極性と、
　　前記第２の双極子モーメントベクトルの方向を示す第２のしるしと、を含む、第２の
圧電素子と、を備え、前記第１のしるしが、前記第２のしるしと位置合わせされて、前記
第１の双極子モーメントベクトルと前記第２の双極子モーメントベクトルを整列するよう
に構成される、外科用器具のトランスデューサ。
（２６）　前記第１のしるしが、前記第１の圧電素子の前記第１の本体と一体に形成され
る、実施態様２５に記載のトランスデューサ。
（２７）　前記第１の本体が、第１の表面と第２の表面とを含み、前記第１の双極子ベク
トルが、前記第１の表面及び前記第２の表面に対して実質的に垂直である、実施態様２５
に記載のトランスデューサ。
（２８）　前記第１の正味の双極子極性が正電荷と負電荷とを含み、前記第１の双極子モ
ーメントベクトルが、前記負電荷から前記正電荷までを指し示し、前記第２の正味の双極
子極性が正電荷と負電荷とを含み、前記第２の双極子モーメントベクトルが、前記負電荷
から前記正電荷までを指し示す、実施態様２５に記載のトランスデューサ。
（２９）　前記第１の正味の双極子極性が正電荷と負電荷とを含み、前記第２の正味の双
極子極性が正電荷と負電荷とを含み、前記第１の本体及び前記第２の本体が、前記第１及
び第２の正味の双極子の前記正電荷及び前記負電荷が所定の配列で配置されないと、前記
第１のしるしが前記第２のしるしと整列され得ないように構成される、実施態様２５に記
載のトランスデューサ。
（３０）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　第１の圧電素子であって、前記第１の圧電素子は第１の量のデューティサイクルにさ
らされている、第１の圧電素子と、
　　第２の圧電素子であって、前記第２の圧電素子は第２の量のデューティサイクルにさ
らされており、前記第２の量のデューティサイクルは前記第１の量のデューティサイクル
よりも高い、第２の圧電素子と、を含む、トランスデューサと、
　前記トランスデューサに動作可能に連結されるエンドエフェクタと、を備え、前記トラ
ンスデューサが、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内に振動の定在波を生
成するように構成され、前記定在波が波節と波腹とを含み、前記第１の圧電素子が、前記
第２の圧電素子よりも前記波節に近くなるように位置付けられる、外科用器具。
【０１０５】
（３１）　前記波節が、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタの少なくとも一
方中に、最大応力が生成される点を含み、前記波腹が、前記トランスデューサ及び前記エ
ンドエフェクタの少なくとも一方中に、最小応力が生成される点を含む、実施態様３０に
記載の外科用器具。
（３２）　前記第１の圧電素子が、前記波節に位置付けられる、実施態様３０に記載の外
科用器具。
（３３）　前記トランスデューサが、前記第１の圧電素子に電圧ポテンシャルを印加し、
前記第２の圧電素子に電圧ポテンシャルを印加するように構成された電源と動作可能に係
合可能であり、前記第１の圧電素子が第１の電流を引き込むように構成され、前記第２の
圧電素子が第２の電流を引き込むように構成され、前記第１の電流が前記第２の電流より
も大きい、実施態様３０に記載の外科用器具。
（３４）　前記トランスデューサが第３の圧電素子を更に備え、前記第３の圧電素子が第
３の量のデューティサイクルにさらされており、前記第３の量のデューティサイクルが前
記第２の量のデューティサイクルよりも高い、実施態様３０に記載の外科用器具。
（３５）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　第１の厚さを有する第１の圧電素子と、



(41) JP 5666576 B2 2015.2.12

10

20

30

40

50

　　第２の厚さを有する第２の圧電素子であって、前記第２の厚さは前記第１の厚さより
も厚い、第２の圧電素子と、を備える、トランスデューサと、
　前記トランスデューサに動作可能に連結されるエンドエフェクタと、を備え、前記トラ
ンスデューサが、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内に振動の定在波を生
成するように構成され、前記定在波が波節と波腹とを含み、前記第１の圧電素子が、前記
第２の圧電素子よりも前記波節に近くなるように位置付けられる、外科用器具。
（３６）　前記波節が、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタの少なくとも一
方中に、最大応力が生成される点を含み、前記波腹が、前記トランスデューサ及び前記エ
ンドエフェクタの少なくとも一方中に、最小応力が生成される点を含む、実施態様３５に
記載の外科用器具。
（３７）　前記第１の圧電素子が、前記波節に位置付けられる、実施態様３５に記載の外
科用器具。
（３８）　前記トランスデューサが、前記第１の圧電素子に電圧ポテンシャルを印加し、
前記第２の圧電素子に電圧ポテンシャルを印加するように構成された電源と動作可能に係
合可能であり、前記第１の圧電素子が第１の電流を引き込むように構成され、前記第２の
圧電素子が第２の電流を引き込むように構成され、前記第１の電流の大きさが前記第２の
電流の大きさと実質的に同じである、実施態様３５に記載の外科用器具。
（３９）　外科用器具のトランスデューサを組み立てる方法であって、前記トランスデュ
ーサは、波節と波腹とを有する振動の定在波を生成するように構成され、前記方法は、
　第１の材料特性を有する第１の圧電素子を選択する工程であって、前記第１の圧電素子
は、電圧ポテンシャルが印加されると第１の電流を引き込むように構成される、工程と、
　第２の材料特性を有する第２の圧電素子を選択する工程であって、前記第２の圧電素子
は、電圧ポテンシャルが印加されると第２の電流を引き込むように構成される、工程と、
　前記第１の電流の大きさと前記第２の電流の大きさとの間の差異が最小であるように、
前記第１の圧電素子及び前記第２の圧電素子を、前記波節に対して配置する工程と、を含
む、外科用器具のトランスデューサを組み立てる方法。
（４０）　前記第１の材料特性が、前記第１の圧電素子の第１の厚さであり、前記第２の
材料特性が、前記第２の圧電素子の第２の厚さであり、前記第２の厚さが前記第１の厚さ
よりも厚い、実施態様３９に記載の方法。
【０１０６】
（４１）　前記第１の材料特性が第１の誘電率であり、前記第２の材料特性が第２の誘電
率であり、前記第１の誘電率が前記第２の誘電率よりも大きい、実施態様３９に記載の方
法。
（４２）　前記第１の材料特性が第１の電圧感度であり、前記第２の材料特性が第２の電
圧感度であり、前記第２の電圧感度が前記第１の電圧感度よりも高い、実施態様３９に記
載の方法。
（４３）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　第１のひずみ定数を有する第１の材料で構成される第１の圧電素子と、
　　第２のひずみ定数を有する第２の材料で構成される第２の圧電素子であって、前記第
２のひずみ定数は前記第１のひずみ定数よりも大きい、第２の圧電素子と、を備える、ト
ランスデューサと、
　前記トランスデューサに動作可能に連結されるエンドエフェクタと、を備え、前記トラ
ンスデューサが、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内に振動の定在波を生
成するように構成され、前記定在波が波節と波腹とを含み、前記第１の圧電素子が、前記
第１の圧電素子よりも前記波節に近くなるように位置付けられる、外科用器具。
（４４）　前記波節が、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタの少なくとも一
方中に、最大応力が生成される点を含み、前記波腹が、前記トランスデューサ及び前記エ
ンドエフェクタの少なくとも一方中に、最小応力が生成される点を含む、実施態様４３に
記載の外科用器具。
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（４５）　前記第１の圧電素子が、前記波節に位置付けられる、実施態様４３に記載の外
科用器具。
（４６）　前記トランスデューサが、前記第１の圧電素子に電圧ポテンシャルを印加し、
前記第２の圧電素子に電圧ポテンシャルを印加するように構成された電源と動作可能に係
合可能であり、前記第１の圧電素子が第１の電流を引き込むように構成され、前記第２の
圧電素子が第２の電流を引き込むように構成され、前記第１の電流の大きさが前記第２の
電流の大きさと実質的に等しい、実施態様４３に記載の外科用器具。
（４７）　前記トランスデューサが第３の圧電素子を更に備え、前記第３の圧電素子が、
第３のひずみ定数を有する第３の材料から構成され、前記第３のひずみ定数が前記第２の
ひずみ定数よりも大きく、前記第２の圧電素子が、前記第３の圧電素子よりも前記波節に
近い、実施態様４３に記載の外科用器具。
（４８）　外科用器具のトランスデューサであって、
　第１の外側輪郭を含む第１の圧電素子と、
　第２の外側輪郭を含む第２の圧電素子と、
　前記第１の外側輪郭に対して外方に延びる第１のタブを含む第１の分極性電極であって
、前記第１の分極性電極は前記第１の圧電素子と電気的通信状態である、第１の分極性電
極と、
　前記第２の外側輪郭に対して外方に延びる第２のタブを含む第２の分極性電極であって
、前記第２の分極性電極は前記第２の圧電素子と電気的通信状態である、第２の分極性電
極と、
　前記第１のタブ及び前記第２のタブと動作可能に係合し、これらを電気的に接続するよ
うに構成される接続電極と、を備える、外科用器具のトランスデューサ。
（４９）　前記第１の分極性電極が、前記第１の圧電素子に取り付けられる、実施態様４
８に記載のトランスデューサ。
（５０）　前記第１の分極性電極が、前記第１の圧電素子に接着される、実施態様４９に
記載のトランスデューサ。
【０１０７】
（５１）　前記第２の分極性電極が前記第２の圧電素子に取り付けられ、前記第１の圧電
素子が第１の位置合わせ特徴部を含み、前記第２の圧電素子が第２の位置合わせ特徴部を
含み、前記第１の位置合わせ特徴部及び前記第２の位置合わせ特徴部が、前記第１の圧電
素子が前記第２の圧電素子に組み付けられるときに、前記第１のタブが前記第２のタブと
位置合わせされるように構成され、前記第１の位置合わせ特徴部及び前記第２の位置合わ
せ特徴部が、前記第１の位置合わせ特徴部が前記第２の位置合わせ特徴部と位置合わせさ
れないと、前記第１の圧電素子が前記第２の圧電素子に組み付けられることができないよ
うに構成される、実施態様４９に記載のトランスデューサ。
（５２）　前記接続電極が、開放位置と閉鎖位置との間で可動であるクリップを含み、前
記クリップがその閉鎖位置に付勢されるように構成され、前記クリップの少なくとも一部
が導電性材料で構成される、実施態様４８に記載のトランスデューサ。
（５３）　外科用器具のトランスデューサであって、
　第１の外側輪郭を含む第１の圧電素子と、
　第２の外側輪郭を含む第２の圧電素子と、
　前記第１の外側輪郭に対して外方に延びる第１の部分を含む第１の分極性電極であって
、前記第１の分極性電極は前記第１の圧電素子と電気的通信状態である、第１の分極性電
極と、
　前記第２の外側輪郭に対して外方に延びる第２の部分を含む第２の分極性電極であって
、前記第２の分極性電極は前記第２の圧電素子と電気的通信状態である、第２の分極性電
極と、
　前記第１の部分及び前記第２の部分と動作可能に係合し、これらを電気的に接続するよ
うに構成される接続電極と、を備える、外科用器具のトランスデューサ。
（５４）　前記第１の分極性電極が、前記第１の圧電素子に取り付けられる、実施態様５
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３に記載のトランスデューサ。
（５５）　前記第１の分極性電極が前記第１の圧電素子に接着される、実施態様５４に記
載のトランスデューサ。
（５６）　前記第２の分極性電極が前記第２の圧電素子に取り付けられ、前記第１の圧電
素子が第１の位置合わせ特徴部を含み、前記第２の圧電素子が第２の位置合わせ特徴部を
含み、前記第１の位置合わせ特徴部及び前記第２の位置合わせ特徴部が、前記第１の圧電
素子が前記第２の圧電素子に組み付けられるときに、前記第１の部分が前記第２の部分と
位置合わせされるように構成され、前記第１の位置合わせ特徴部及び前記第２の位置合わ
せ特徴部が、前記第１の位置合わせ特徴部が前記第２の位置合わせ特徴部と位置合わせさ
れないと、前記第１の圧電素子が前記第２の圧電素子に組み付けられることができないよ
うに構成される、実施態様５４に記載のトランスデューサ。
（５７）　前記接続電極が、開放位置と閉鎖位置との間で可動であるクリップを含み、前
記クリップがその閉鎖位置に付勢されるように構成され、前記クリップの少なくとも一部
が導電性材料で構成される、実施態様４８に記載のトランスデューサ。
（５８）　外科用器具のトランスデューサであって、
　第１の圧電素子と、
　第２の圧電素子と、
　前記第１の圧電素子と電気的通信状態にある第１の分極性電極であって、前記第１の分
極性電極は、前記第１の圧電素子の少なくとも一部に適用される導電性インクを含む、第
１の分極性電極と、
　前記第２の圧電素子と電気的通信状態にある第２の分極性電極と、を備える、外科用器
具のトランスデューサ。
（５９）　前記第２の分極性電極が、前記第２の圧電素子の少なくとも一部に適用される
導電性インクを含む、実施態様５８に記載のトランスデューサ。
（６０）　前記第１の圧電素子が第１の位置合わせ特徴部を含み、前記第２の圧電素子が
第２の位置合わせ特徴部を含み、前記第１の位置合わせ特徴部及び前記第２の位置合わせ
特徴部が、前記第１の圧電素子が前記第２の圧電素子に組み付けられるときに、前記第１
の導電性電極が前記第２の導電性電極と整列するように構成され、前記第１の位置合わせ
特徴部及び前記第２の位置合わせ特徴部が、前記第１の位置合わせ特徴部が前記第２の位
置合わせ特徴部と位置合わせされないと、前記第１の圧電素子が前記第２の圧電素子に組
み付けられることができないように構成される、実施態様５９に記載のトランスデューサ
。
【０１０８】
（６１）　前記導電性インクが、銀及び炭素の少なくとも一方で構成される、実施態様５
８に記載のトランスデューサ。
（６２）　外科用器具において、
　ハンドルと、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　少なくとも１つの圧電素子と、
　　つかみ部と、
　　エンドエフェクタに動作可能に連結されるように構成された実装部分と、を備える、
トランスデューサと、を備え、前記トランスデューサが、前記トランスデューサ及び前記
エンドエフェクタ内に振動の定在波を生成するように構成され、前記定在波が波節と波腹
とを含み、前記ハンドルが、前記つかみ部から分離される第１の構成、及び前記つかみ部
と係合される第２の構成で配置されるように構成され、前記ハンドルが、前記ハンドルが
前記第２の構成にあり、前記エンドエフェクタが前記トランスデューサの前記実装部分に
取り付けられているときに、前記つかみ部を適切な位置に保持するように構成される、外
科用器具。
（６３）　前記ハンドルが、前記第１の構成と前記第２の構成との間で屈曲されるように
構成された可撓性部分を含む、実施態様６２に記載の外科用器具。
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（６４）　前記つかみ部が、そこに適用されるトルクを受けるように構成される、実施態
様６２に記載の外科用器具。
（６５）　前記ハンドルが、前記第１の構成と前記第２の構成との間で可動である、実施
態様６２に記載の外科用器具。
（６６）　前記ハンドルが、前記つかみ部と係合するように構成されたインターロック特
徴部を含む、実施態様６２に記載の外科用器具。
（６７）　前記つかみ部が、前記波腹に位置付けられる、実施態様６２に記載の外科用器
具。
（６８）　前記エンドエフェクタを更に備える、実施態様６２に記載の外科用器具。
（６９）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　少なくとも１つの圧電素子と、
　　前記少なくとも１つの圧電素子を少なくとも部分的に取り囲むトランスデューサハウ
ジングと、を備える、トランスデューサと、
　前記トランスデューサに取り付けられるエンドエフェクタであって、前記トランスデュ
ーサは、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内に振動の定在波を生成するよ
うに構成され、前記定在波は波節と波腹とを含む、エンドエフェクタと、
　前記エンドエフェクタを少なくとも部分的に取り囲むエンドエフェクタハウジングであ
って、前記エンドエフェクタハウジングは、前記波節の位置で前記エンドエフェクタに取
り付けられ、前記トランスデューサハウジングは、前記エンドエフェクタハウジングに取
り付けられる、エンドエフェクタハウジングと、を備える、外科用器具。
（７０）　前記トランスデューサハウジングと前記エンドエフェクタハウジングの中間に
位置付けられた減衰部材を更に備える、実施態様６９に記載の外科用器具。
【０１０９】
（７１）　前記定在波が、１つより多くの波節を有し、前記トランスデューサの少なくと
も一部が、前記波節に位置付けられる、実施態様６９に記載の外科用器具。
（７２）　前記エンドエフェクタハウジングがハンドル部分を含む、実施態様６９に記載
の外科用器具。
（７３）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　少なくとも１つの圧電素子と、
　　少なくとも部分的にねじ山付きの開口と、を備える、トランスデューサと、
　エンドエフェクタと、を備え、前記エンドエフェクタが、前記開口にねじ込み可能に挿
入されて、前記エンドエフェクタを前記トランスデューサに実装するように構成された少
なくとも部分的にねじ付きの部分を含み、前記トランスデューサが、前記トランスデュー
サ及び前記エンドエフェクタ内に振動の定在波を生成するように構成され、前記定在波が
波節と波腹とを含む、外科用器具。
（７４）　前記トランスデューサの位置が、前記定在波をチューニングするために、前記
エンドエフェクタに対して調整可能である、実施態様７３に記載の外科用器具。
（７５）　前記エンドエフェクタが遠位先端を含み、前記トランスデューサが、前記定在
波の波腹が前記遠位先端に位置するように、前記エンドエフェクタに対して可動である、
実施態様７４に記載の外科用器具。
（７６）　前記トランスデューサが、近位実装部分と遠位実装部分とを含み、前記少なく
とも１つの圧電素子が、前記近位実装部分と前記遠位実装部分との中間に固定され、前記
開口が、少なくとも前記遠位実装部分を通って延在する、実施態様７３に記載の外科用器
具。
（７７）　外科用器具において、
　振動を生成するように構成されたトランスデューサであって、
　　少なくとも１つの圧電素子と、
　　開口と、を備える、トランスデューサと、
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　エンドエフェクタであって、前記エンドエフェクタの少なくとも一部は、前記開口に挿
入され、前記エンドエフェクタを前記トランスデューサに実装するように構成され、前記
トランスデューサは、前記トランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内に振動の定在波
を生成するように構成され、前記定在波は波節と波腹とを含む、エンドエフェクタと、
　前記エンドエフェクタに対して前記トランスデューサを移動させ、前記定在波をチュー
ニングするための調整手段と、を備える外科用器具。
（７８）　前記調整手段が、ねじ手段、プレス嵌め手段、及び熱による締まり嵌め手段の
うちの少なくとも１つを含む、実施態様７７に記載の外科用器具。
（７９）　前記エンドエフェクタが遠位先端を含み、前記トランスデューサが、前記定在
波の波腹が前記遠位先端に位置するように、前記エンドエフェクタに対して可動である、
実施態様７７に記載の外科用器具。
（８０）　外科用器具アセンブリであって、
　遠位エンドエフェクタと、近位端と、前記近位端と前記遠位エンドエフェクタとの中間
に位置付けられるストップフランジとを含む細長いシャフトと、
　前記エンドエフェクタ内に振動の定在波を生成するように構成された少なくとも１つの
圧電素子であって、前記定在波は波節と波腹とを含み、前記少なくとも１つの圧電素子は
開口を含み、前記細長いシャフトは前記開口の中に受容されるように構成され、前記圧電
素子は、前記ストップフランジと当接するまで前記シャフトに沿って摺動されるように構
成される、圧電素子と、
　前記ストップフランジに対して前記圧電素子を圧縮するように構成された端位部材と、
を含む外科用器具アセンブリ。
【０１１０】
（８１）　前記遠位エンドエフェクタ、前記近位端、及び前記ストップフランジが一体に
形成される、実施態様８０に記載の外科用器具アセンブリ。
（８２）　エンドエフェクタと共に使用するための外科用器具において、
　ハンドルと、
　振動を生成するように構成された第１のトランスデューサであって、前記第１のトラン
スデューサは少なくとも１つの圧電素子を備え、前記第１のトランスデューサは、前記第
１のトランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内で振動の定在波を生成するように構成
され、前記定在波は波節と波腹とを含む、第１のトランスデューサと、
　実装部分であって、前記第１のトランスデューサ及び前記エンドエフェクタは、前記実
装部分と動作可能に係合可能である、実装部分と、
　振動を生成するように構成された第２のトランスデューサであって、前記第２のトラン
スデューサは、前記実装部分と動作可能に係合可能であり、前記第２のトランスデューサ
は少なくとも１つの圧電素子を備え、前記第２のトランスデューサは、前記第２のトラン
スデューサ及び前記エンドエフェクタ内で、波節と波腹とを含む振動の定在波を生成する
ように構成される、第２のトランスデューサと、を備える、エンドエフェクタと共に使用
するための外科用器具。
（８３）　前記ハンドルが、
　前記第１のトランスデューサを受容するように構成された第１の開口と、
　前記第２のトランスデューサを受容するように構成された第２の開口と、を含む、実施
態様８２に記載の外科用器具。
（８４）　前記第１のトランスデューサ及び前記第２のトランスデューサが、選択的に作
動可能である、実施態様８２に記載の外科用器具。
（８５）　エンドエフェクタと共に使用するための外科用器具において、
　ハンドルと、
　振動を生成するように構成された第１のトランスデューサであって、
　　少なくとも１つの圧電素子であって、前記第１のトランスデューサは、前記第１のト
ランスデューサ及び前記エンドエフェクタ内で振動の第１の定在波を生成するように構成
され、前記第１の定在波は波節と波腹とを含む、圧電素子と、
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　　前記エンドエフェクタに動作可能に接続されるように構成された遠位実装部分と、
　　近位実装部分と、を備える、第１のトランスデューサと、
　振動を生成するように構成された第２のトランスデューサであって、前記第２のトラン
スデューサは、前記第１のトランスデューサと選択的に係合可能であり、
　　少なくとも１つの圧電素子であって、前記第２のトランスデューサは、前記第２のト
ランスデューサ、前記第１のトランスデューサ、及び前記エンドエフェクタ内で振動の第
２の定在波を生成するように構成され、前記第２の定在波は波節と波腹とを含む、圧電素
子と、
　　前記第１のトランスデューサの前記近位実装部分に動作可能に係合可能な第２の実装
部分と、を備える、第２のトランスデューサと、を備える、エンドエフェクタと共に使用
するための外科用器具。
（８６）　前記第２の定在波が、前記第１の定在波の上に重ね合わされるように構成され
る、実施態様８５に記載の外科用器具。
（８７）　前記第１のトランスデューサ及び前記第２のトランスデューサが、選択的に作
動可能である、実施態様８５に記載の外科用器具。
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